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〔案〕 

生徒収容に係る申し合わせ事項 

【2026（令和８）年度以降の期限付臨時定等について】 

一般社団法人千葉県私立中学高等学校協会 

【東葛・松戸地区：担当副会長 川並芳純】 

◎平成２９年２月２１日（火）開催、平成２８年度第４回総会において審議・決定された

２０１８（平成３０）年度以降の期限付臨時定員等では、第３学区における期限付臨時

定員は令和７年度入学生までという事となっているが、千葉県の学校基本調査による資

料では、県内国公立中卒者数推移にて若干の微増減はあるものの令和１３年度まで増加

される事が見込まれております。

つきましては、第３学区の私立高等学校においては、別表にある通り新たに２０２６（令

和８）年度以降の期限付臨時定員について対応することとしたい。

① 第３学区においては、引き続き高校進学者数が増大することが見込まれておるので、

令和８年度より臨時定員増を希望する学校に対しては、継続して期限付臨時定員増

として対応することとして県当局へ働きかけていくととする。

-------------------------------------------------------------------------------- 

・麗澤高等学校においては、過去５年間、入学割合が１１０％を１度も超えておらず、且

つ従来の募集定員である２００名定員では規模が小さい為。令和８年度以降の臨時定員

数を６０名増としたい。

・日本体育大学柏高等学校は引き続き継続して、２８名の臨時定員数としたい。

・芝浦工業大学柏高等学校は引き続き継続して、令和８年度以降の臨時定員数を２４名と

したい。

・流通経済大学付属柏高等学校は引き続き継続して、令和８年度以降の臨時定員数を４０

名としたい。

・西武台千葉高等学校は、新たに臨時定員増として、令和８年度以降の臨時定員数を１７

名としたい。

・二松学舎大学附属柏高等学校は、学校法人様からの申し出により、従来の募集定員数

２４９名とする。
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年 H元.3 R4.3 R5.3 R6.3 R7.3 R8.3 R9.3 R10.3 R11.3 R12.3 R13.3
学区 市町村 (44歳) 中卒者 (中3) (中2) (中1) (小6) (小5) (小4) (小3) (小2) (小1)

1 千葉市 15,433 8,463 8,436 8,430 7,916 8,069 7,943 7,820 7,677 7,525 7,532
15,433 8,463 8,436 8,430 7,916 8,069 7,943 7,820 7,677 7,525 7,532

2 習志野市 2,669 1,656 1,674 1,669 1,692 1,459 1,570 1,493 1,494 1,536 1,545
2 八千代市 2,995 1,981 1,951 1,966 1,946 1,760 1,703 1,753 1,640 1,700 1,747
2 船橋市 9,317 5,335 5,458 5,487 5,405 5,806 5,775 5,617 5,507 5,444 5,463
2 市川市 7,091 4,120 4,198 3,970 4,020 3,879 3,835 3,804 3,827 4,094 3,998
2 浦安市 1,678 1,446 1,414 1,382 1,394 1,460 1,439 1,341 1,394 1,393 1,377
2 松戸市 7,467 3,853 3,780 3,808 3,888 3,856 3,820 3,874 3,778 3,824 3,805

31,217 18,391 18,475 18,282 18,345 18,220 18,142 17,882 17,640 17,991 17,935

3 柏市 6,302 3,788 3,924 4,054 4,041 3,774 3,613 3,626 3,520 3,739 3,746
3 野田市 2,849 1,460 1,378 1,372 1,343 1,295 1,265 1,117 1,193 1,093 1,103
3 流山市 2,645 1,538 1,592 1,621 1,701 2,027 2,086 2,130 2,144 2,407 2,502
3 我孫子市 2,299 1,048 982 990 943 1,045 968 994 926 878 930
3 鎌ヶ谷市 1,881 898 884 894 904 956 883 848 875 844 802

15,976 8,732 8,760 8,931 8,932 9,097 8,815 8,715 8,658 8,961 9,083

4 佐倉市 2,724 1,392 1,452 1,350 1,365 1,364 1,318 1,353 1,349 1,266 1,219
4 成田市 1,694 1,310 1,299 1,350 1,264 1,257 1,271 1,204 1,162 1,097 1,080
4 四街道市 1,699 790 861 830 846 864 895 850 880 889 911
4 八街市 799 536 548 518 491 498 448 409 386 403 373
4 印西市 688 913 998 1,015 1,022 1,180 1,147 1,196 1,218 1,293 1,265
4 白井市 842 633 657 683 628 695 637 616 581 563 502
4 富里市 784 377 403 384 368 374 380 373 361 337 303
4 酒々井町 403 189 155 166 150 147 131 133 131 114 131
4 栄町 314 111 116 121 128 129 114 95 136 112 104

9,947 6,251 6,489 6,417 6,262 6,508 6,341 6,229 6,204 6,074 5,888

5 香取市 1,530 546 504 543 511 510 474 465 434 424 427
5 神崎町 96 39 35 38 32 38 35 30 38 34 29
5 東庄町 336 114 96 106 95 94 82 82 91 77 80
5 多古町 254 90 90 104 91 99 93 84 93 80 84
5 銚子市 1,368 399 385 373 360 351 328 318 278 285 259
5 旭市 1,043 523 553 505 526 528 484 506 452 495 447
5 匝瑳市 616 281 276 285 266 254 264 238 250 245 237

5,243 1,992 1,939 1,954 1,881 1,874 1,760 1,723 1,636 1,640 1,563

6 大網白里市 560 388 374 368 392 405 383 306 346 371 340
6 東金市 717 440 478 404 441 436 422 440 406 433 380
6 九十九里町 311 103 97 107 91 75 93 79 75 73 70
6 横芝光町 430 185 177 193 173 159 172 164 165 159 136
6 芝山町 104 49 54 58 52 48 49 56 27 48 45
6 山武市 808 375 382 332 320 340 312 268 301 277 304

2,930 1,540 1,562 1,462 1,469 1,463 1,431 1,313 1,320 1,361 1,275

7 茂原市 1,489 657 679 690 623 660 649 616 610 526 593
7 一宮町 180 93 120 91 117 131 111 98 114 98 105
7 白子町 205 77 64 85 65 79 67 73 63 72 67
7 長柄町 115 44 57 24 47 34 42 28 32 26 26
7 長南町 155 57 40 42 45 40 37 22 43 43 47
7 睦沢町 116 45 48 49 53 50 46 58 46 50 42
7 長生村 179 95 123 110 101 92 98 83 90 91 84
7 勝浦市 343 109 101 95 81 87 71 76 57 83 67
7 いすみ市 698 267 248 254 260 235 258 226 219 209 209
7 大多喜町 182 73 83 82 83 58 58 45 52 54 53
7 御宿町 119 39 23 45 30 43 31 41 30 27 35

3,781 1,556 1,586 1,567 1,505 1,509 1,468 1,366 1,356 1,279 1,328

8 館山市 987 329 331 306 336 332 325 315 278 268 269
8 鴨川市 668 210 212 246 194 199 233 186 176 177 171
8 南房総市 856 253 265 236 222 236 203 238 215 211 192
8 鋸南町 201 43 40 40 35 37 38 41 27 24 24

2,712 835 848 828 787 804 799 780 696 680 656

9 木更津市 2,430 1,380 1,286 1,355 1,286 1,250 1,290 1,258 1,245 1,206 1,194
9 君津市 1,565 659 663 697 604 563 573 570 552 582 552
9 富津市 983 294 290 301 273 283 280 251 261 250 245
9 袖ヶ浦市 943 574 541 573 527 587 547 602 626 583 648
9 市原市 4,626 2,273 2,186 2,198 2,127 2,213 2,173 2,100 2,066 2,001 1,952

10,547 5,180 4,966 5,124 4,817 4,896 4,863 4,781 4,750 4,622 4,591

62,626 35,586 35,671 35,643 35,193 35,386 34,900 34,417 33,975 34,477 34,550

35,160 17,354 17,390 17,352 16,721 17,054 16,662 16,192 15,962 15,656 15,301

97,786 52,940 53,061 52,995 51,914 52,440 51,562 50,609 49,937 50,133 49,851

→他都県への中学校進学予定者を含む。

郡　部（４～９学区）
総計

（資料）「学校基本調査」（R4.5.1）による児童生徒数

5 集計

6 集計

7 集計

8 集計

9 集計
都市部（１～３学区）

4 集計

県内国公私中卒者数推移(実数ベース)---市町村別内訳---

1 集計

2 集計

3 集計

参 考
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令和６年２月２日 

千葉県総務部学事課 

 

 

令和８年度以降の私立高校臨時定員増に係るフロー案について 

 

 

〈R5年度〉 

～R6.3 県における人口動態分析、期間及び定員数の検討 

〈R6年度〉 

R6.5～ 公私関係者において臨時定員増の総枠・期間について協議 

 R6.7  公私協において臨時定員増の総枠・期間の合意 

～R7.3 実施校の受入体制等を確認し、臨時定員増の認可 

〈R7年度〉 

R7.5～ 公私関係者において臨時定員増を含めた募集定員について協議 

R7.7  公私協において募集定員の合意 

R7.9  次年度生徒募集要項の報道発表等 

〈R8年度〉 

R8.4～ 臨時定員増の開始 

 

 

 

＜参考 平成３０年度臨時定員増に係るスケジュール＞ 

〈H28年度〉 

 H28.5 公私関係者での協議の際に臨時定員増について私学側に意見照会 

 H29.2 中高協会で第３学区臨時定員増継続について決議 

〈H29年度〉 

 H29.5 公私協で臨時定員増を含めた募集定員について協議 

 H29.7 公私協で募集定員の合意 

 H29.9 臨時定員増の認可 

〈H30年度〉 

H30.4 臨時定員増の開始 
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令和７年度千葉県県立高等学校入学者選抜の日程 
                                         

１ 一般入学者選抜、特別入学者選抜、地域連携アクティブスクールの入学者選抜及び 

通信制の課程の一期入学者選抜の日程 

（１）入学願書等提出期間 

令和７年２月４日（火）、２月５日（水）及び２月６日（木） 

（２）志願又は希望の変更受付期間 

   令和７年２月１２日（水）及び２月１３日（木） 

（３）学力検査等の期日 

令和７年２月１８日（火）及び２月１９日（水） 

※海外帰国生徒の特別入学者選抜、外国人の特別入学者選抜、中国等帰国生徒の 

特別入学者選抜、成人の特別入学者選抜、通信制の課程の一期入学者選抜及び 

定時制の課程で学力検査を３教科で実施する一部の高等学校の検査は、令和７年 

２月１８日（火）のみ実施 

（４）追検査受付期間 

   令和７年２月２１日（金）及び２月２５日（火） 

（５）追検査の期日 

   令和７年２月２７日（木） 

（６）入学許可候補者発表の期日 

   令和７年３月４日（火） 
 

２ 第２次募集（地域連携アクティブスクールを含む。）及び通信制の課程の二期入学者

選抜の日程 

（１）入学願書等提出期日 

令和７年３月７日（金） 

（２）志願又は希望の変更受付期日 

令和７年３月１０日（月） 

（３）検査の期日 

令和７年３月１２日（水） 

（４）入学許可候補者発表の期日 

令和７年３月１４日（金） 
 

３ 定時制の課程の追加募集の日程 

  検査期日の範囲 令和７年３月２６日（水）及び３月２７日（木） 

 

４ 通信制の課程の三期入学者選抜の日程 

（１）入学願書等提出期間 

令和７年４月３日（木）及び４月４日（金） 

（２）検査の期日 

令和７年４月９日（水） 

（３）入学許可候補者発表の期日 

令和７年４月１１日（金） 
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５ 秋季入学者選抜の日程 

（１）入学願書等提出期間 

令和７年８月１９日（火）及び８月２０日（水） 

（２）検査の期日 

令和７年８月２２日（金） 

（３）入学許可候補者発表の期日 

令和７年８月２６日（火） 

 

６ 通信制の課程の四期（秋季）入学者選抜の日程 

（１）入学願書等提出期間 

令和７年９月１日（月）及び９月２日（火） 

（２）検査の期日 

令和７年９月５日（金） 

（３）入学許可候補者発表の期日 

   令和７年９月９日（火） 

 

 

 

＜参考＞ 令和６年度入学者選抜 

地域連携アクティブスクールの入学者選抜を実施する高等学校 

 県立泉高等学校、県立船橋古和釜高等学校、県立行徳高等学校、県立流山北高等学校、 

県立天羽高等学校、県立市原高等学校 

 

三部制の定時制の課程の秋季入学者選抜を実施する高等学校 

 県立生浜高等学校（三部制の定時制のみ）、県立松戸南高等学校、県立佐倉南高等学校 

 

通信制の課程の三期入学者選抜及び四期（秋季）入学者選抜を実施する高等学校 

 県立千葉大宮高等学校 
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令和７年度千葉県県立中学校入学者決定の日程 

１ 入学願書提出期間 

令和６年１１月１８日(月)～令和６年１１月２０日(水） 

（インターネット出願に係る登録期間は、別途定め周知する。）

２ 一次検査（適性検査）の期日 

令和６年１２月７日（土） 

３ 一次検査結果の発表 

令和６年１２月１８日(水） 

４ 報告書、志願理由書等の提出期間 

令和７年１月８日（水）～令和７年１月９日（木） 

５ 二次検査（適性検査等）の期日 

令和７年１月２４日（金）  

６ 二次検査結果の発表 

令和７年１月３１日（金） 

（注）入学者決定の詳細は、実施要項等に明示します。 
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                 ７  
令和６ 年度 

千葉県私立高等学校生徒募集に関する申し合わせ事項 

              

千葉県私立中学高等学校協会 

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ４ 日 

令 和 ６ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

 

 生徒募集および入学試験については，各校ともこの申し合わせ事項を厳守し，行き過ぎた方法手段

を用いて，自校や千葉県全私学の品位を傷つけぬよう慎重に配慮することとする。また､試験毎に志願

してほしい生徒像や選抜方法・内容について､募集要項に詳細に明記する。 

 

前期選抜試験  学校・学科の教育方針・目標・特色や特性に応じ、生徒の持っている特性・特技等

に重点をおき、面接・小論文(作文)・自己表現・実技及び学校の定める検査等による

選抜を行う。 

後期選抜試験  学力検査等を実施し、選抜を行う。 

二次選抜試験  公立高等学校入学許可候補者発表日以降実施する選抜とする。 

 そして下記のとおり申し合わせる。 

 

記 

 

１．前期選抜試験実施について 

               ７            （金） 

   ア．実施の始期－－－令和６年１月１７日（水)以降 

   イ．前期選抜試験実施校は，前期選抜試験にて不許可になった生徒の志望があれば，再度後期選

抜試験を受験できるよう配慮されたい。 

２．後期選抜試験実施について 

              ７           （土） 

   ア．実施の始期－－－令和６年２月１５日(木)以降 

３．出願期間は中学校の１月始業後の複数日を設定することが望ましい。ただし、ＷＥＢ出願の場合

は始期を１２月１７日以降とし、中学校の１月始業以降までの期間とする。 

４．早期の合否決定また入学許可候補者の招集日等により，中学校最終学年の正常な教育活動を乱さ  

ぬよう十分注意すること。 

５．常に公立中学校との連絡を密にして信頼関係を保ち，入試相談の際には事前選考や予約行為と誤  

解されないよう注意，入学生徒の人数確保については極力，募集定員の遵守に努めること。 

                     （日） 

なお、入試相談の予約受付開始は１２月１日(金）の９時以降とする。 

                            ５ 

  ア．入試相談の始期－－－令和４年１２月１５日以降 

６．各私立高等学校が行う中学校対象の入試説明会は，当該校の施設を利用すること。 

                 ６      （火） 

  ア．説明会の開催時期－－－令和５年１０月１日（日)以降                             

７．調査書については，公立中学校の要望を容れ，公立高等学校へ提出する調査書の様式に準拠する 

こと。 

８．公立高等学校併願者で，入学手続延納を希望する者の入学金前納額は、５万円以内とする。また  

残額の納入については、公立高等学校の選抜結果の発表日の翌日までは猶予すること。 

９．二次選抜実施校の願書締切日時については公立高等学校入学許可候補者発表日の翌日まで配慮す  

ること。                                                                 

〔案〕 
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10. 入学試験問題作成にあたっては，中学校学習指導要領による進度内容を確認し，指導範囲を超え  

た出題をせぬよう留意すること。         

 

11. 願書・推薦書・調査書等，出願者が提出すべき必要書類以外の資料を中学校側に要求しない。 

12．入学予定者の入学説明会については、中学校最後の授業である卒業式を避けるよう中学校との連  

絡を密にすること。 

13．追加合格や追認合格により、他校や他校への入学予定者に混乱を招かぬよう配慮すること。 

14．他都県への出張入試は自粛する。行う場合は、必ず他都県の入試申し合わせ事項を厳守する。  

また、他都県からの出張入試は自粛されたい。行う場合は本県の申し合わせを必ず厳守する。     

15．入学試験は自校施設にて実施することを基本とする。志願者数等の状況により自校施設での実施  

が難しい場合は，他の公共施設等で実施することを認める。 

 

［注］ 

令和６年２月２７日開催「令和５年度第４回総会」において決定。 

  令和５年２月２４日開催「令和４年度第４回総会」において決定。 

  -----------------------------------------◇--------------------------------------------- 

                                           ７ 

令和６ 年度 

千葉県私立中学校・中等教育学校生徒募集に関する申し合わせ事項 

 

千葉県私立中学高等学校協会 

令 和 ５ 年 ２ 月 ２ ４ 日 

令 和 ６ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

 

 生徒募集および入学試験については，各校ともこの申し合わせ事項を厳守し，行き過ぎた方法手段

を用いて，自校や千葉県全私学の品位を傷つけぬよう慎重に配慮すること。                        

生徒募集に関して、下記のとおり申し合わせる。 

 

記 

 

１．推薦入学試験実施について 

                            ６      （日） 

  ア．実施の始期－－－令和５年１２月１日(金)以降                         

２．一般入学試験実施について 

                            ７           （月） 

  ア．実施の始期－－－令和６年１月２０日(土)以降 

３．他都県への出張入試は自粛する。行う場合は、必ず他都県の入試申し合わせ事項を厳守する。 

 また、他都県からの出張入試は自粛されたい。行う場合は本県の申し合わせを必ず厳守する。   

４．入学試験は自校施設にて実施することを基本とする。志願者数等の状況により自校施設での実施  

が難しい場合は，他の公共施設等で実施することを認める。 

                                  ５            （金） 

５．帰国子女入試についてはそのおかれている状況に配慮し、原則として令和４年１２月１日（木）

以降としその対象者となる帰国子女の海外滞在期間等の条件は、各校の判断とする。 

６．推薦入学試験はその私立中学校を第一志望とする者に限り、併願推薦を行うことはできない。 

 

［注］      

令和６年２月２７日開催「令和５年度第４回総会」において決定。 

  令和５年２月２４日開催「令和４年度第４回総会」において決定。 

〔案〕 
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令和６年１月３１日 

総 務 部 学 事 課 

 

私立学校に係る令和６年度当初予算(案)の状況について 

 

１．私立学校経常費補助（一般補助）             32,144百万円 

  私学助成予算の大きな割合を占める経常費補助（一般補助）については、  

次のとおり引き続き生徒一人当たり県単補助単価を上乗せします。 

① 高校（全日制）は、国標準単価に、県単で29,500円を上乗せ 

② 幼稚園は、国標準単価に、県単で16,100円を上乗せ 

 

２．私立学校経常費補助（特別補助） 

〔幼稚園等特別支援教育経費〕の拡充          617百万円 

  特別支援教育の充実と障害のある幼児の就学機会の拡大を図るため、特別な 

支援が必要な幼児の受入れに必要な経費を助成します。 

  令和６年度は、判定要件の緩和を行うとともに、国の制度改正に対応し、１人

就園の場合の補助額の引き上げを行います。 

  ［判定要件の緩和］ 

    心理士の署名がある書類により、特別な配慮が必要と認められる幼児も 

新たに対象 

  ［障害のある幼児が１人就園の場合の補助額］ 

    令和５年度：392千円 → 令和６年度：784千円 

 

３．私立学校経常費補助（特別補助） 

〔専門学校職業実践専門課程運営費補助〕の創設       10百万円 

  職業教育の充実を図るため、企業等と連携したカリキュラムを実施する「職業

実践専門課程」認定校の運営に要する経費に対し助成します。 

  ［補助額］１学科あたり20万円（但し１校あたり40万円を上限） 

 

４．私立学校ＬＥＤ照明導入事業費補助の創設            110百万円 

  私立小中学校・高等学校等において、高騰する電気料金負担の抑制や、二酸化

炭素排出量の一層の削減を進めるため、ＬＥＤ照明の導入経費に対し、県独自で

助成します。 

［補助率］２／３（補助上限額10,000千円） 
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私立学校経常費補助（一般補助） 

予算額 32,143,506千円（R5 32,619,435千円） 

１ 事業の目的・概要 

 私立学校の振興と保護者負担の軽減を図るため、学校法人が設置する学校の運営費に

対し助成します。 

２ 事業内容 

 学校法人の教育に要する経常的経費に対し、生徒等１人当たりの国標準単価を基本と

して助成します。

県単独で上乗せする補助単価については、高等学校では29,500円、幼稚園では

16,100円とし、経常費補助の拡充を図ります。 

担当課・問い合わせ先

総務部学事課

０４３－２２３－２０８３
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私立学校ＬＥＤ照明導入事業費補助【新規】 

予算額 110,000千円 

１ 事業の目的・概要 

 私立小中学校・高等学校等において、高騰する電気料金負担の抑制や、二酸化炭素 

排出量の一層の削減を進めるため、ＬＥＤ照明の導入経費に対し、助成します。 

２ 事業内容 

（１）補助対象 

 ＬＥＤを整備する私立学校（小学校、中学校、中等教育学校、高等学校）を設置 

している学校法人 

（２）補助額 

１校あたりの上限 １，０００万円 

（３）補助率 

 補助対象経費 × ２／３ 

※ 国の補助事業の採択があった場合は、国庫補助を含めて２／３

担当課・問い合わせ先

総務部学事課

０４３－２２３－２０８３

従来照明 ＬＥＤ照明 
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（２）教育施策の充実

○私立学校経常費補助（一般補助）（学事課）  32,143,506千円（R5 32,619,435千円） 

私立学校の振興と保護者負担の軽減を図るため、学校法人の教育に要する経常的経費に 

対する助成について、国の標準単価を措置するとともに、さらに、高校では２９，５００円、

幼稚園では１６，１００円を県単独で上乗せ補助するなど拡充を図ります。 

○私立学校経常費補助（特別補助〔専門学校職業実践専門課程運営費補助〕）【新規】

（学事課）                              10,000千円 

 私立専門学校における職業教育の充実を図るため、企業等と連携したカリキュラムを実施 

する「職業実践専門課程」認定校の運営に要する経費に対し、新たに助成します。 

［補助基準額］ １学科あたり 20 万円（但し１校あたり 40 万円を上限） 

○私立学校経常費補助（特別補助〔幼稚園等特別支援教育経費〕）（学事課）

617,000千円（R5 439,000千円） 

 私立幼稚園等における特別支援教育の充実と、障害のある幼児の就学機会の拡大を図るため、

特別な支援が必要な幼児の受入れに必要な経費を助成します。 

 なお、令和６年度からは、判定要件の緩和を行うとともに、１人就園の場合の補助額の 

引上げを行います。 

［補助基準額］障害のある幼児１人以上就園：784千円/人 

○私立学校ＬＥＤ照明導入事業費補助【新規】（学事課）         110,000千円 

 私立小中学校・高等学校等において、高騰する電気料金負担の抑制や、二酸化炭素排出量の

一層の削減を進めるため、ＬＥＤ照明の導入経費に対し、県独自で新たに助成します。 

［補助率］2/3（補助上限額 10,000 千円） 

４ 子どもの可能性を広げる千葉の確立 
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○私立学校経常費補助（特別補助・幼稚園教員の人材確保支援事業）（学事課）

435,000千円（R5 435,000千円） 

 私立幼稚園の教職員等の処遇を改善するため、国の補助制度の改正に対応し、給与改善に  

要する経費に対し、引き続き助成します。 

［補助対象経費］学校法人が行う教員の給与改善に要する経費 

［補助率・補助基準額］ 

①通常のベースアップ及び定期昇給の合計を超える分

・補助率：2/3（国 1/3、県 1/3）

②通常のベースアップ及び定期昇給の合計分

・補助基準額：１名につき月額 2,000 円

・補助率：10/10（県 10/10）

○私立高等学校等ＩＣＴ環境整備事業（学事課）   112,000 千円（R5 160,000 千円） 

 私立高等学校等におけるＩＣＴ教育環境の一層の充実を図るため、パソコンやタブレット 

端末、電子黒板等の整備に要する経費について、国の助成に県独自の上乗せを行います。 

［補 助 率］1/4（１人１台端末の整備に対する支援は1/12） 

○私立高等学校等就学支援事業（学事課）     9,700,000千円（R5 9,000,000千円） 

 私立高校生等に対し、家庭の教育費負担の軽減を図るため、授業料の一部を助成します。 

［対 象 者］私立高校、専修学校（高等課程）等に通学する生徒 

［支 給 額］年収590万円未満程度の世帯          生徒1人あたり396,000円／年 

年収590万円以上、910万円未満程度の世帯  生徒1人あたり118,800円／年 

※年収は目安であり、家族構成により異なる
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○私立高等学校等授業料減免・入学金軽減事業補助（学事課）

1,592,000千円（R5 1,573,000千円） 

 学校法人が保護者に対し、授業料や入学金の全部又は一部を免除した場合、その経費を助成

します。 

［補助制度の概要］ 

１．授業料減免 

［補助対象］全額減免：生活保護を受けている者、年収640万円未満程度の者 

2/3減免 ：年収640万円～750万円未満程度の者など 

※年収は目安であり、家族構成により異なる

２．入学金軽減 

［補助対象］生活保護を受けている者、年収350万円未満程度の者 

※年収は目安であり、家族構成により異なる

［補 助 額］学校法人が入学金を軽減した額（限度額：15万円） 

○私立高等学校等奨学のための給付金事業（学事課） 482,000 千円（R5 474,000 千円）

 低所得者層の教育費負担の軽減を図るため、私立高等学校等の生徒に対し、奨学のための 

給付金を支給します。 

［対 象 者］私立高等学校等の生徒がいる保護者等 

 （道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯） 

［支 給 額］ 

私立高校等に在学する者で、１人につき以下の額 

・生活保護受給世帯 年 52,600円 

・第1子の高校生等（全日制・定時制）がいる非課税世帯 年142,600円 

・第2子以降の高校生等（全日制・定時制）がいる非課税世帯 年152,000円 

・高校生等（通信制）がいる非課税世帯 年 52,100円 

［負担割合］国1/3、県2/3 
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○私立専門学校入学金・授業料減免事業補助（学事課）1,106,000千円（R5 990,000千円）

 「高等教育の修学支援新制度」に対応し、県内の私立専門学校が授業料・入学金の減免を 

行う場合に、県がその経費を助成します。 

［補助対象・上限額］ 

県内の私立専門学校に在学する者で、１人につき以下の額 

①非課税世帯及びそれに準ずる世帯への支援

補
助
率

補助上限額 

所得基準 昼間部 夜間部 

入学金 授業料 入学金 授業料 

年収270万円未満程度 3/3 160千円 590 千円 140 千円 390 千円 

年収270万円以上、年収300万円未満程度 2/3 107千円 393 千円 93 千円 260 千円 

年収300万円以上、年収380万円未満程度 1/3 53千円 197 千円 47 千円 130 千円 

②中間層への支援（年収600万円未満程度まで）

・多子世帯：補助率 1/4（上限147.5千円）

・工業専門課程、農業専門課程：人文・社会科学系との授業料差額

※①②いずれも所得基準は家族構成により異なる。

［負担割合］国1/2、県1/2 

○私立小中学校家計急変世帯授業料軽減事業（学事課）  11,000 千円（R5 25,000 千円） 

 私立小中学校に通う児童生徒の継続的な学びを支援するため、県内私立小中学校が入学後に

家計が急変した世帯に対し授業料の減免を行う場合に、県がその経費を助成します。 

［対 象 者］入学後に保護者の失職等により家計が急変し、家計急変後の年収が400万円未満 

 相当となり、かつ保護者の資産保有額が700万円未満の世帯 

［補 助 額］児童１人当たりの年間授業料全額か 33 万 6 千円のいずれか低い方 
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３ 学校におけるいじめ対応力強化等【一部新規】（児童生徒安全課､学事課） 

 15,721千円（R5 11,663千円） 

・いじめ重大事態対策強化事業【新規】 6,587千円 

 県立学校の重大事態に関して、より迅速かつ適切に対応できるよう、知見を持つ 

専門人材を新たに配置します。 

・生徒指導アドバイザーの配置 6,673千円 

・いじめ防止対策推進条例に基づく調査会等 2,461千円

○学校におけるいじめ対策・不登校児童生徒支援の推進【一部新規】

1,418,250千円（R5 1,264,462千円） 

 いじめ・不登校等の未然防止、早期発見・解決のため、スクールカウンセラーを増員する 

など、児童生徒が学校生活を安心して送れる環境づくりを進めます。 

［事業内容］ 

７ くらしを豊かにするデジタル技術の効果的な活用 

〇私立高等学校等ＩＣＴ環境整備事業（学事課）  112,000千円（R5 160,000千円） 
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部別主要事項 

総務部 

○は新規事業 △印は廃止事業 （単位 千円） 

事 業 名 予 算 額 前 年 度 摘 要 

《学事課》 

私学関係助成事業 

私立学校経常費補助 

【一般補助】 

33,801,506 

32,143,506 

34,055,435 

32,619,435 高等学校 

（全日制） 18,648,344 

（通信制）  28,561 

中等教育学校 41,295 

中学校  3,831,052 

小学校  1,276,956 

幼稚園  7,942,658 

専修学校  374,640 

【特別補助】 1,658,000 1,436,000 高等学校等教育改革推進 

経費      130,000 

幼稚園「親と子の育ちの 

場」推進経費  466,000 

幼稚園特別支援教育経費 

617,000 

幼稚園教員の人材確保 

支援事業    435,000 

○専門学校職業実践専門

課程運営費補助 10,000

子育てのための施設等利用給付費県費負担金 

私立幼稚園教育振興事業補助 

私立幼稚園特別支援教育振興事業補助 

私立高等学校等ＩＣＴ環境整備事業 

私立高等学校等就学支援事業 

私立高等学校等授業料減免・入学金軽減事業補助 

私立高等学校等奨学のための給付金事業 

私立高等学校等学び直し支援事業 

私立専門学校入学金・授業料減免事業補助 

私立小中学校家計急変世帯授業料軽減事業 

幼児教育の質の向上のための環境整備事業 

幼児教育の質の向上のためのＩＣＴ化支援事業 

私立学校耐震化緊急促進事業 

3,680,000 

67,500 

6,660 

112,000 

9,700,000 

1,592,000 

482,000 

15,936 

1,106,000 

11,000 

43,700 

85,000 

500,000 

3,940,000 

66,500 

5,880 

160,000 

9,000,000 

1,573,000 

474,000 

10,300 

990,000 

25,000 

143,000 

131,900 

500,000 

○私立学校ＬＥＤ照明導入事業費補助

日本私立学校振興・共済事業団補助

私学教育振興財団退職資金事業補助

110,000 

477,000 

864,000 

457,000 

844,000 
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【総額】 (単位：億円)

対前年度比 対前年度比

1,020.15 0.14〔0.01〕
増減額（率）

1,021.84 1.69〔0.2〕
増減額（率）

- -

- -

- -

【生徒等１人当たり単価】 (単位：円)

対前年度比 対前年度比

296,100 3,600〔1.2%〕 299,700 3,600〔1.2%〕

12,800 0〔0%〕 12,800 0〔0%〕 私立高等学校授業料等支援分

千葉県単独
上乗せ額

29,500 2,000〔7.2%〕 29,500 0〔0%〕

千葉県額 383,527 6,117〔1.6%〕 387,648 4,121〔1.0%〕

295,400 3,500〔1.2%〕 298,900 3,500〔1.2%〕

3,000 3,000〔皆増〕 1,900  ▲1,100〔▲36.7％〕 小中学校家計急変世帯支援分

千葉県単独
上乗せ額

0 0〔0%〕 0 0〔0%〕

千葉県額 346,101 3,952〔1.2%〕 350,057 3,956〔1.1%〕

295,400 3,500〔1.2%〕 298,900 3,500〔1.2%〕

3,000 3,000〔皆増〕 1,900  ▲1,100〔▲36.7％〕 小中学校家計急変世帯支援分

千葉県単独
上乗せ額

0 0〔0%〕 0 0〔0%〕

千葉県額 344,504 3,938〔1.2%〕 348,446 3,942〔1.1%〕

備考

令和６年度〔案〕

348,446 3,942〔1.1%〕 小中学校家計急変世帯支援分を除く344,504 3,938〔1.2%〕
計〔国の標
準単価〕

地方交付税

49,104 438〔0.9%〕 49,546

350,057 3,956〔1.1%〕 小中学校家計急変世帯支援分を除く

小
学
校

国庫補助金

346,101 3,952〔1.2%〕

442〔0.9%〕

計〔国の標
準単価〕

地方交付税

358,148 4,121〔1.2%〕 私立高等学校授業料等支援分を除く354,027 4,117〔1.1%〕

456〔0.9%〕50,701 452〔0.9%〕 51,157

中
学
校

国庫補助金

〔
全
日
制
・
定
時
制

〕
高
等
学
校

国庫補助金

計〔国の標
準単価〕

地方交付税

58,448 521〔0.9%〕57,927 517〔0.9%〕

国庫補助金

計

計

令和６年度〔案〕
区分

地方交付税

令和５年度

令和６年度私立高等学校等に対する経常費補助の計画等

区分 備考
令和５年度

計
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対前年度比 対前年度比

千葉県単独
上乗せ額

16,100 2,000〔4.2%〕 16,100 0〔0%〕

千葉県額 213,120 4,222〔2.0%〕 215,444 2,324〔1.0%〕

千葉県単独
上乗せ額

0  0〔0.0%〕 0  0〔0.0%〕

千葉県額 80,988  906〔1.1%〕 81,905  917〔1.1%〕

千葉県単独
上乗せ額

191,764 3059〔1.6%〕 193,824 2,060〔1.0%〕

千葉県額 191,764 3,059〔1.6%〕 193,824 2,060〔1.0%〕

千葉県単独
上乗せ額

15,000 0〔0%〕 15,000 0〔0%〕

千葉県額 15,000 0〔0%〕 15,000 0〔0%〕

240201

備考区分
令和５年度 令和６年度〔案〕

0〔0%〕 0 0〔0%〕0
計〔国の標
準単価〕

0 0〔0%〕 0 0〔0%〕

0 0〔0%〕 0

0〔0%〕

専
修
学
校

〔
専
門
課
程

〕

国庫補助金

0 0〔0%〕 0

0〔0%〕

地方交付税

0 0〔0%〕

0〔0%〕 0 0〔0%〕

地方交付税

0

0 0〔0%〕

80,988

専
修
学
校

〔
高
等
課
程

〕

国庫補助金

計〔国の標
準単価〕

 750〔1.2%〕 64,250  760〔1.2%〕

計〔国の標
準単価〕

 906〔1.1%〕 81,905  917〔1.1%〕

17,498  156〔0.9%〕 17,655  157〔0.9%〕

地方交付税 63,490

2,222〔1.1%〕 199,344 2,324〔1.2%〕

〔
広
域
以
外
の
通
信
制

〕
高
等
学
校

国庫補助金

197,020
計〔国の標
準単価〕

174,200 2,100〔1.2%〕

222〔0.9%〕 25,144 224〔0.9%〕

地方交付税

24,920

172,100 2,000〔1.2%〕

幼
稚
園

国庫補助金
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対
前

年
度

比
対

前
年

度
比

対
前

年
度

比
対

前
年

度
比

対
前

年
度

比
対

前
年

度
比

国
庫

補
助

金
55

,6
11

 6
05

 〔
1
.1

%〕
56

,2
23

 6
12

 〔
1
.1

%〕
56

,7
29

50
6 

〔0
.9

%〕
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,4
10
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1 

〔1
.2

%
〕

5
7
,9

2
7

5
1
7
 〔

0
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%
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5
8
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4
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5
2
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 〔

0
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28
0,
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3,
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1.
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4,
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00
0
 〔

1.
4%
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40
0 

〔1
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0
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0
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0
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0
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0
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0
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〕
34

0,
92

3
4,

61
2
 〔
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1
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国
庫

補
助

金
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,6
75

53
0 
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0
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補
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私
立
高
等
学
校
等
に
対
す
る
国
庫
補
助
金
・
地
方
交
付
税
単
価
の
推
移
〔
令
和
元
～
６
年
度
〕 （

単
位

：
円

）

区
分

令
和

元
年

度
令

和
２

年
度

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

（
案

）

高 等 学 校 〔 全 定 〕

地
方

交
付

税

中 学 校

地
方

交
付

税

小 学 校

地
方

交
付

税

幼 稚 園

〔 広 域 以 外 の 通 信

制 〕  高 等 学 校 ＊
１

．
国

庫
補

助
金

単
価

は
一

般
補

助
分

（
加

算
分

を
含

ま
な

い
額

）
で

あ
る

。
２

．
「
地

方
交

付
税

」
下

段
は

、
私

立
高

等
学

校
生

徒
授

業
料

等
支

援
分

（
高

等
学

校
（
全

・
定

）
、

私
立

小
中

学
校

家
計

急
変

世
帯

支
援

分
（
小

学
校

・
中

学
校

）
で

あ
り

計
に

は
含

ま
な

い
。

３
．

こ
の

ほ
か

に
授

業
目

的
公

衆
送

信
補

償
金

補
助

分
、

幼
稚

園
関

係
補

助
分

に
つ

い
て

地
方

交
付

税
措

置
。
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令
和
６
年
度
私
学
関
係
政
府
予
算
（
案
）
に
つ
い
て
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私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助
の
概
要

令
和

６
年

度
予

算
額

（
案

）
1,

02
2億

円
（

前
年

度
予

算
額

  1
,0

20
億

円
）

事
業
内
容

○
私

立
高

等
学

校
等

の
教

育
条

件
の

維
持

向
上

や
学

校
経

営
の

健
全

性
の

向
上

等
を

図
る

とと
も

に
、各

私
立

高
等

学
校

等
の

特
色

あ
る

取
組

を
支

援
す

る
た

め
、都

道
府

県
に

よ
る

経
常

費
助

成
等

に
対

して
補

助
を

行
う。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

●
一
般
補
助

85
2億

円
（

85
1億

円
）

都
道

府
県

が
、私

立
の

高
等

学
校

、中
学

校
、小

学
校

及
び

幼
稚

園
等

の
経

常
的

経
費

に
つ

い
て

助
成

す
る

場
合

、国
が

都
道

府
県

に
対

して
そ

の
助

成
額

の
一

部
を

補
助

。

●
特
別
補
助

13
8億

円
（

13
7億

円
）

 教
育

改
革

推
進

特
別

経
費

<
55

億
円

>
 都

道
府

県
が

、私
立

学
校

の
特

色
あ

る
取

組
等

に
助

成
を

行
う場

合
、国

が
都

道
府

県
に

対
して

そ
の

助
成

額
の

一
部

を
補

助
。

①
教

育
の

質
の

向
上

を
図

る
学

校
支

援
経

費
（

次
世

代
を

担
う人

材
育

成
の

促
進

、教
育

相
談

体
制

の
整

備
、安

全
確

保
の

推
進

、I
CT

教
育

環
境

の
整

備
、教

員
業

務
支

援
員

の
配

置
等

）
<

17
億

円
>

②
子

育
て

支
援

推
進

経
費

（
預

か
り保

育
推

進
事

業
、幼

稚
園

の
子

育
て

支
援

活
動

の
推

進
）

<
37

億
円

>
幼

稚
園

等
特

別
支

援
教

育
経

費
<

75
億

円
>

 都
道

府
県

が
、特

別
な

支
援

が
必

要
な

幼
児

が
１

人
以

上
就

園
して

い
る

私
立

の
幼

稚
園

等
に

特
別

な
助

成
を

行
う場

合
、国

が
都

道
府

県
に

対
して

そ
の

助
成

額
の

一
部

を
補

助
。

 授
業

料
減

免
事

業
等

支
援

特
別

経
費

 <
7億

円
>

私
立

の
小

中
学

校
等

が
、家

計
急

変
等

の
経

済
的

理
由

か
ら授

業
料

の
納

付
が

困
難

とな
った

児
童

生
徒

に
対

し授
業

料
減

免
措

置
を

行
い

、都
道

府
県

が
そ

の
減

免
額

に
助

成
を

行
う場

合
、国

が
都

道
府

県
に

対
して

そ
の

助
成

額
の

一
部

を
補

助
。

過
疎

高
等

学
校

特
別

経
費

<
1.

6億
円

>
 都

道
府

県
が

、過
疎

地
域

に
所

在
す

る
私

立
高

等
学

校
の

経
常

的
経

費
に

助
成

を
行

う場
合

、国
が

都
道

府
県

に
対

して
そ

の
助

成
額

の
一

部
を

補
助

。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
補
助

●
特
定
教
育
方
法
支
援
事
業

32
億
円
（

32
億
円
）

特
別

支
援

学
校

等
に

対
して

、国
が

そ
の

教
育

の
推

進
に

必
要

な
経

費
の

一
部

を
補

助
。

※
子

ども
・子

育
て

支
援

新
制

度
移

行
分

を
含

む
。

※
単

位
未

満
四

捨
五

入
の

た
め

、計
が

一
致

しな
い

場
合

が
あ

る
。

※
（

  ）
 は

前
年

度
予

算
額

私
立

高
等

学
校

等
は

、建
学

の
精

神
に

基
づ

く多
様

な
人

材
育

成
や

特
色

あ
る

教
育

を
行

うこ
とに

よ
り、

我
が

国
の

学
校

教
育

の
発

展
に

大
き

く貢
献

して
い

る
。私

立
高

等
学

校
等

が
我

が
国

の
初

等
中

等
教

育
に

果
た

し
て

い
る

役
割

の
重

要
性

に
鑑

み
、都

道
府

県
に

よ
る

経
常

的
経

費
へ

の
助

成
を

支
援

す
る

必
要

が
あ

る
。

背
景
説
明

私
立

高
等

学
校

等
の

教
育

条
件

の
維

持
向

上
や

学
校

経
営

の
健

全
性

の
向

上
等

を
図

る
こと

に
よ

り、
私

立
高

等
学

校
等

の
健

全
な

発
展

に
資

す
る

とと
も

に
、安

心
して

私
立

高
等

学
校

等
で

学
ぶ

こと
の

で
き

る
環

境
を

持
続

的
に

支
援

す
る

。

目
的
・目
標

<
高

等
学

校
、中

学
校

、小
学

校
及

び
幼

稚
園

等
の

園
児

児
童

生
徒

1人
当

りの
単

価
を

増
額

>

1
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私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

 生
徒
等
１
人
当
た
り単

価

令
和
６
年
度
予
算
案
に
お
け
る
生
徒
等
１
人
当
た
り単

価

近
年

、学
校

で
対

応
す

る
課

題
は

多
様

化
・複

雑
化

して
お

り、
私

立
高

等
学

校
等

の
所

轄
庁

で
あ

る
都

道
府

県
の

補
助

に
お

け
る

生
徒

等
１

人
当

た
り単

価
の

実
績

は
年

々
増

加
傾

向
に

あ
る

。

背
景
説
明

※
この

ほ
か

、加
算

分
に

つ
い

て
は

別
途

所
要

額
を

要
求

。

令
和
６
年
度
予
算
案
で
の
対
応

厳
しい

財
政

事
情

で
は

あ
る

が
、国

も
私

学
助

成
の

充
実

に
努

め
て

い
く中

で
、所

轄
庁

で
あ

る
都

道
府

県
に

お
い

て
も

、生
徒

等
１

人
当

た
り単

価
の

増
額

や
私

立
高

等
学

校
等

の
特

色
あ

る
取

組
へ

の
支

援
の

拡
充

な
ど、

私
学

助
成

の
充

実
を

図
る

こと
が

期
待

され
る

。

私
立

学
校

に
お

け
る

教
育

内
容

の
高

度
化

等
に

必
要

な
経

費
を

勘
案

し、
生

徒
等

１
人

当
た

りの
国

庫
補

助
単

価
を

増
額

。

全
日

制
・定

時
制

課
程

58
,4

48
（

57
,9

27
）

広
域

以
外

の
通

信
制

課
程

17
,6

55
（

17
,4

98
）

後
期

課
程

 
58

,4
48

（
57

,9
27

）

前
期

課
程

51
,1

57
（

50
,7

01
）

51
,1

57
（

50
,7

01
）

後
期

課
程

 
51

,1
57

（
50

,7
01

）

前
期

課
程

49
,5

46
（

49
,1

04
）

49
,5

46
（

49
,1

04
）

25
,1

44
（

24
,9

20
）

高
等

部
1,

59
0,

58
8

（
1,

57
6,

40
0）

高
等

部
以

外
1,

57
7,

29
4

（
1,

56
3,

22
4）

58
4,

98
8

（
57

9,
77

0）

29
,5

50
（

29
,5

50
）

中 等 教 育 学 校

区
　分

生
徒

等
１

人
当

た
り単

価
（

円
）

※
括

弧
書

き
は

前
年

度
単

価
高 等 学 校

広
域

通
信

制
高

等
学

校

中
　　

学
　　

校

義 務 教 育 学 校

小
　　

学
　　

校

幼
　　

稚
　　

園

特 別 支 援 学 校

特
別

支
援

学
級

2
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教
育
改
革
推
進
特
別
経
費
（
高
校
等
：
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支
援
経
費
）

事
業
内
容

都
道

府
県

が
、教

育
の

質
の

向
上

に
取

り組
む

学
校

に
助

成
を

行
う場

合
、国

が
都

道
府

県
に

対
して

そ
の

助
成

額
の

一
部

を
補

助
。

＜
取
組
み
メ
ニ
ュー
＞

①
次
世
代
を
担
う人

材
育
成
の
促
進
（

45
万
円
、3

5万
円
）
【拡
充
】

グ
ロー

バ
ル

人
材

育
成

の
た

め
の

英
語

教
育

の
強

化
、数

理
・デ

ー
タサ

イエ
ン

ス
・A

I教
育

等
の

推
進

、国
際

交
流

の
推

進
、外

国
人

の
入

学
生

の
受

入
【新
規
】

等
（

外
部

講
師

の
活

用
等

に
よ

り、
教

育
の

質
の

充
実

に
資

す
る

取
組

が
対

象
）

②
IC

T教
育
環
境
の
整
備
推
進
（

45
万
円
、1

30
万
円
）
【拡
充
】

情
報

通
信

技
術

活
用

支
援

員
の

配
置

、I
CT

機
器

の
管

理
委

託
（

リー
ス

含
む

）
等

③
教
育
相
談
体
制
の
整
備
（

30
万
円
）

ス
クー

ル
カウ

ン
セ

ラー
や

ス
クー

ル
ソ

ー
シ

ャル
ワ

ー
カー

等
の

活
用

、不
登

校
の

生
徒

等
の

教
育

機
会

に
つ

い
て

の
支

援
等

④
職
業
・ボ
ラ
ン
テ
ィア
・文
化
・健
康
・食
等
の
教
育
の
推
進
（

13
万
円
）

職
業

体
験

、ボ
ラン

テ
ィア

活
動

、伝
統

・文
化

体
験

、自
然

体
験

、地
域

社
会

や
産

業
界

等
と連

携
・協

同
した

取
組

、
栄

養
教

諭
の

活
用

な
ど食

に
関

す
る

指
導

の
充

実
等

⑤
安
全
確
保
の
推
進
（

30
万
円
）

ス
クー

ル
バ

ス
に

お
け

る
警

備
員

（
ガ

ー
ドマ

ン
）

等
の

配
置

、登
下

校
時

に
お

け
る

交
通

安
全

指
導

員
等

の
人

員
配

置
、

児
童

生
徒

等
へ

の
講

習
会

（
防

犯
、防

災
、交

通
安

全
）

の
実

施
、地

域
住

民
や

関
連

機
関

等
との

合
同

防
犯

訓
練

の
実

施
等

⑥
特
別
支
援
教
育
に
係
る
活
動
の
充
実
（

40
万
円
）

教
員

の
専

門
性

向
上

の
た

め
の

研
修

や
講

師
派

遣
、個

別
の

支
援

計
画

の
策

定
等

を
は

じめ
とす

る
児

童
生

徒
の

学
習

・生
活

・進
学

・就
職

等
を

サ
ポ

ー
トす

る
支

援
体

制
の

構
築

（
特

別
支

援
教

育
支

援
員

や
コー

デ
ィネ

ー
ター

の
配

置
な

ど）
等

⑦
外
部
人
材
活
用
等
の
推
進
（

45
万
円
）

教
員

の
負

担
軽

減
を

図
る

た
め

学
習

指
導

員
、部

活
動

指
導

員
等

の
専

門
ス

タッ
フや

外
部

人
材

等
の

活
用

等
（

教
員

が
児

童
生

徒
へ

の
指

導
や

教
材

研
究

等
に

注
力

で
き

る
よ

う、
外

部
人

材
の

配
置

促
進

を
図

る
取

組
が

対
象

）
⑧
教
員
業
務
支
援
員
の
推
進
（

30
万
円
）

【新
規
】

教
員

が
児

童
生

徒
へ

の
指

導
や

教
材

研
究

等
に

注
力

で
き

る
体

制
整

備
の

た
め

の
教

員
業

務
支

援
員

の
配

置
等

※
①

か
ら⑧

毎
に

都
道

府
県

補
助

金
の

対
象

とな
った

学
校

数
に

、単
価

を
乗

じた
額

を
補

助
。た

だ
し、

都
道

府
県

補
助

額
の

1/
2を

上
限

とす
る

。
※

補
助

対
象

とな
る

学
校

種
に

つ
い

て
、②

は
幼

稚
園

、幼
保

連
携

型
認

定
こど

も
園

は
除

く。
⑥

は
幼

稚
園

、幼
保

連
携

型
認

定
こど

も
園

、特
別

支
援

学
校

及
び

特
別

支
援

学
級

を
置

く学
校

は
除

く。
⑧

は
①

～
⑦

に
該

当
す

る
取

組
は

除
く。

※
新

規
事

業
を

除
き

、補
助

要
件

は
前

年
度

と同
様

の
予

定
。

令
和

６
年

度
予

算
額

（
案

）
17

億
円

3
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事
業
内
容

私
立
学
校
に
通
う児

童
生
徒
へ
の
授
業
料
減
免
支
援

背
景

私
立

学
校

入
学

後
、家

計
急

変
等

の
経

済
的

理
由

か
ら授

業
料

の
納

付
が

困
難

とな
った

児
童

生
徒

が
安

心
して

学
び

を
継

続
で

き
る

よ
う、

経
済

的
支

援
を

行
う必

要
が

あ
る

。

背
景
説
明

私
立

小
中

学
校

等
が

授
業

料
等

の
納

付
が

困
難

とな
った

児
童

生
徒

に
対

し
て

、授
業

料
減

免
措

置
を

行
い

、都
道

府
県

が
そ

の
減

免
額

に
対

し
て

助
成

す
る

場
合

、国
が

都
道

府
県

に
対

して
そ

の
助

成
額

の
一

部
を

補
助

す
る

こと
に

よ
り、

児
童

生
徒

の
学

び
の

継
続

を
支

援
。

目
的
・目
標

【国
庫

補
助

の
対

象
】

私
立

の
小

学
校

、中
学

校
、義

務
教

育
学

校
、

中
等

教
育

学
校

（
後

期
課

程
除

く）
、

【国
庫

補
助

の
要

件
】

・倒
産

、失
職

な
どに

よ
る

家
計

急
変

・生
活

保
護

世
帯

授
業

料
の

減
免

を
実

施

私
立

小
・中

学
校

等
都

道
府

県

授
業

料
の

納
付

が
困

難
な

児
童

生
徒

○
 私

立
小

中
学

校
等

が
実

施
した

授
業

料
減

免
に

対
す

る
補

助
を

実
施

。

国

事
業
ス
キ
ー
ム

令
和
６
年
度

○
 家

計
急

変
が

発
生

した
年

度
の

授
業

料
減

免
に

加
え

、そ
の

後
も

低
所

得
の

場
合

は
卒

業
ま

で
※

支
援

を
継

続
。

※
小

学
校

段
階

の
最

長
6年

間
又

は
中

学
校

段
階

の
最

長
3年

間
○

 対
象

者
：

家
計

急
変

後
の

年
収

が
40

0万
円

未
満

相
当

 +
 資

産
保

有
額

70
0万

円
未

満
※

家
計

急
変

年
度

は
都

道
府

県
の

定
め

る
要

件
を

満
た

す
世

帯
○

 支
援

額
：

年
額

33
.6

万
円

（
上

限
）

 ※
家

計
急

変
年

度
は

都
道

府
県

の
定

め
る

額
な

お
、上

記
支

援
額

の
費

用
負

担
は

国
1/

2、
都

道
府

県
1/

2（
学

校
負

担
な

し）
➡
入
学
後
に
家
計
急
変
し
た
児
童
生
徒
の
継
続
的
な
学
び
を
支
援

◆
私
立
小
中
学
校
等
に
お
け
る
家
計
急
変
世
帯
へ
の
支
援

◆
授
業
料
減
免
事
業

○
 対

象
者

（
左

記
の

支
援

を
除

く）
：

①
生

活
保

護
世

帯
の

児
童

生
徒

（
高

等
学

校
段

階
の

生
徒

は
除

く）
②

東
日

本
大

震
災

を
起

因
す

る
事

情
に

よ
り授

業
料

の
納

付
が

困
難

とな
った

義
務

教
育

段
階

の
児

童
生

徒
（

令
和

2年
度

ま
で

に
当

該
学

校
に

入
学

し
た

児
童

生
徒

に
限

る
）

○
 支

援
額

：
学

校
法

人
に

交
付

され
た

都
道

府
県

補
助

金
の

1/
2以

内
※

高
校

生
等

の
家

計
急

変
世

帯
へ

の
支

援
に

つ
い

て
は

、令
和

5年
度

よ
り、

「高
等

学
校

等
就

学
支

援
金

」に
お

い
て

支
援

で
き

る
よ

う制
度

改
正

。

令
和

6年
度

予
算

額
（

案
）

7億
円

（
前

年
度

予
算

額
10

億
円

）

特
別

支
援

学
校

（
高

等
部

除
く）

4
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私
立
学
校
施
設
・設
備
の
整
備
の
推
進
の
概
要

令
和

6年
度

予
算

額
（

案
）

   
93

億
円

(前
年

度
予

算
額

90
億

円
)

[令
和

５
年

度
補

正
予

算
額

10
9億

円
]

１
．
耐
震
化
等
の
促
進

40
億
円
の
内
数

○
私

立
学

校
施

設
の
耐
震
化
完
了

に
向

け
た

校
舎

等
の
耐
震
改
築
（
建
替
え
）

事
業

及
び
耐
震
補
強

事
業

や
、非

構
造

部
材

の
落

下
防

止
対

策
等

の
防

災
機

能
強

化
を

重
点

的
に

支
援

、耐
震

診
断

費
の

み
に

係
る

補
助

に
つ

い
て

は
令

和
7年

度
ま

で
延

長
＜

補
助

率
：

高
校

等
1/

3以
内

等
＞

※
この

ほ
か

日
本

私
立

学
校

振
興

・共
済

事
業

団
に

よ
る

耐
震

化
融

資
を

実
施

・
耐

震
改

築
（

建
替

え
）

事
業

  
 2

0億
円

の
内

数
・

耐
震

補
強

事
業

 1
3億

円
の

内
数

・
そ

の
他

耐
震

対
策

事
業

7億
円

の
内

数

２
．
私
立
学
校
施
設
環
境
改
善
整
備

10
億
円
の
内
数

○
熱
中
症
対
策

とし
て

教
室

や
体

育
館

等
へ

の
エ

ア
コン

設
置

や
バ

リア
フリ

ー
対

策
等

、安
全

・安
心

な
生

活
空

間
の

確
保

に
必

要
な

基
盤

的
設

備
等

の
整

備
を

支
援

＜
補

助
率

：
高

校
等

1/
3以

内
等

＞

○
個

別
最

適
な

学
び

を
目

指
し、

私
立

高
等

学
校

等
に

お
け

る
IC

T環
境
の
整
備

を
支

援
 ＜

補
助

率
：

端
末

整
備

2/
3以

内
、I

CT
教

育
設

備
整

備
1/

2以
内

＞

・
熱
中
症
対
策
とし
て
エ
ア
コ
ン
設
置

、バ
リア

フリ
ー

化
、ア

ス
ベ

ス
ト対

策
及

び
防
犯
対
策

に
よ

る
安

全
・安

心
な

生
活

空
間

の
確

保
の

た
め

の
整

備
を

支
援

・
教

育
研

究
の

質
の

向
上

に
資

す
る

施
設

の
高

機
能

化
（

校
内

LA
N

の
整

備
な

ど）
や
エ
コ
改
修

（
LE

D
照

明
）

な
どの

整
備

を
支

援

児
童

生
徒

等
の

学
習

の
場

で
あ

り、
災

害
時

に
は

地
域

住
民

の
避

難
場

所
とな

る
私

立
学

校
施

設
の

耐
震

化
の

早
期

完
了

や
熱

中
症

対
策

な
どに

よ
り安

全
・安

心
な

生
活

空
間

を
確

保
す

る
。ま

た
、私

立
学

校
の

教
育

研
究

基
盤

を
整

備
す

る
こと

に
よ

り、
新

しい
学

校
教

育
の

着
実

な
実

践
を

推
進

す
る

とと
も

に
、日

本
の

成
長

の
鍵

を
握

る
人

材
育

成
機

能
を

充
実

・強
化

し、
地

域
の

経
済

活
動

の
活

性
化

を
誘

発
す

る
。

目
的
・目
標

今
後

発
生

が
懸

念
され

て
い

る
南

海
ト

ラフ
地

震
等

の
大

規
模

地
震

や
今

般
の

熱
中

症
に

よ
る

事
故

等
に

対
応

す
る

た
め

、児
童

生
徒

等
が

１
日

の
大

半
を

過
ご

す
私

立
学

校
の

施
設

・設
備

の
環

境
整

備
に

つ
い

て
、早

急
に

取
り組

む
必

要
が

あ
る

。

背
景
説
明

３
．
私
立
高
等
学
校
等

IC
T教
育
設
備

21
億
円

【空
調

整
備

】
空

調
の

整
備

に
よ

る
熱

中
症

対
策

【エ
コ改

修
】

照
明

の
LE

D
化

に
よ

る
省

エ
ネ

対
策

の
推

進

【現
状

】
・

構
造

体
の

耐
震

化
率

 ：
93

.3
%

（
公

立
小

中
：

99
.7

%
）

 

・
屋

内
運

動
場

の
吊

り天
井

等
の

落
下

防
止

対
策

実
施

率
 ：

81
.3

%
（

公
立

小
中

：
99

.5
%

）
  

・
吊

り天
井

等
以

外
の

非
構

造
部

材
の

耐
震

対
策

実
施

率
 ：

39
.9

%
 （

公
立

小
中

：
66

.1
%

）
  

※
単

位
未

満
四

捨
五

入
の

た
め

、計
が

一
致

しな
い

場
合

が
あ

る
。

「国
土

強
靱

化
年

次
計

画
２

０
２

２
」（

令
和

４
年

６
月

２
１

日
国

土
強

靱
化

推
進

本
部

決
定

）

構
造

体
の

耐
震

化
、非

構
造

部
材

の
耐
震
対
策
等
に
つ
い
て
、令
和

10
年
度
ま
で
に
完
了

。公
立

に
比

べ
耐

震
化

（
特
に
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策

）
が

遅
れ

て
お

り、
耐
震
化
の
早
期
完
了
は
喫
緊
の
課
題

。 5
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事
業
内
容

私
立
高
等
学
校
等

IC
T教
育
設
備
整
備
推
進
事
業

私
立

の
高

等
学

校
等

に
お

け
る

IC
T教

育
設

備
の

購
入

費
の

一
部

に
つ

い
て

国
が

補
助

を
行

う。

事
業
の
概
要

背
景

「令
和

の
日

本
型

学
校

教
育

」を
構

築
し、

全
て

の
子

供
た

ち
の

可
能

性
を

引
き

出
す

、個
別

最
適

な
学

び
と、

協
働

的
な

学
び

を
実

現
す

る
た

め
、

学
校

教
育

の
基

盤
的

な
ツ

ー
ル

とし
て

IC
T教

育
設

備
が

必
要

不
可

欠
。

背
景
説
明

各
私

立
学

校
の

特
色

を
生

か
し

つ
つ

、I
CT

教
育

を
実

施
し

て
い

くた
め

に
必

要
な

機
器

等
の

整
備

に
必

要
な

経
費

の
一

部
を

補
助

し
、私

立
学

校
に

お
け

る
IC

T教
育

環
境

の
充

実
を

図
る

。

目
的
・目
標

令
和

6年
度

予
算

額
（

案
）

21
億

円
（

前
年

度
予

算
額

14
億

円
）

●
対
象
学
校
種

学
校

法
人

が
設

置
す

る
高

等
学

校
、中

等
教

育
学

校
（

後
期

課
程

）
及

び
特

別
支

援
学

校
（

高
等

部
）

●
補
助
対
象
設
備

1人
1台

端
末

の
学

習
者

用
コン

ピ
ュー

タ（
購

入
及

び
更

新
）

●
補
助
率
等

補
助

率
：

２
／

３
以

内
補

助
対

象
経

費
の

限
度

額
：

10
0万

円
以

上
（

単
価

55
,0

00
円

／
台

）

●
対
象
学
校
種

学
校

法
人

が
設

置
す

る
小

学
校

、中
学

校
、義

務
教

育
学

校
、高

等
学

校
、

中
等

教
育

学
校

及
び

特
別

支
援

学
校

●
補
助
対
象
設
備

コン
ピ

ュー
タ、

ソ
フト

ウ
ェア

（
D

VD
、ラ

イセ
ン

ス
等

）
、周

辺
機

器
（

プ
リン

タ等
）

視
聴

覚
関

連
機

器
（

デ
ジ

タル
カメ

ラ、
電

子
黒

板
等

）
、附

帯
工

事
費

な
ど

●
補
助
率
等

補
助

率
：

１
／

２
以

内
補

助
対

象
経

費
の

限
度

額
：

50
0万

円
以

上
 4

,0
00

万
円

以
下

1人
1台

端
末

の
整

備
に

対
す

る
支

援
IC

T教
育

設
備

の
整

備
に

対
す

る
支

援

(単
位

：
億

円
)

年
度

令
和

元
年

度
令

和
2年

度
令

和
3年

度
令

和
4年

度
令

和
5年

度
令

和
6年

度
（

予
算

案
）

予
算

額
23

.6
10

.0
12

.5
13

.0
13

.5
20

.6

（
予

算
の

推
移

）

※
私

立
小

・中
学

校
（

義
務

教
育

段
階

）
等

の
1人

1台
端

末
の

整
備

に
対

す
る

支
援

は
、令

和
５

年
度

補
正

予
算

で
措

置
。

6
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一般社団法人 千葉県私立中学高等学校協会 定款

第１章 総則
(名称)
第１条 本協会は、一般社団法人千葉県私立中学高等学校協会と称する。
(主たる事務所)
第２条 本協会は、主たる事務所を千葉県千葉市に置く。
(目的)
第３条 本協会は、私立学校の教育及び経営に関する調査研究並びに会員相互の研修を行ない又育英

に関する事業その他私立学校の自主性と公共性を高めるための事業を行うことによって学術、
文化の発展に寄与することを目的とする。

(事業)
第４条 本協会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行なう。

(1)学校教育に関する調査研究
(2)学校経営に関する調査研究
(3)私立学校教職員の福利厚生に関する事業
(4)私立学校生徒の育英に関する事業
(5)私立学校に関する情報を広く県民に提供する事業
(6)私立学校教職員を対象とする研究会、講習会等の開催
(7)その他前条の目的を達成するために必要な事業

(公告)
第５条 本協会の公告は、本協会の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。

第２章 会員
(会員)
第６条 本協会は、学校教育法に基づき設立された千葉県下の私立高等学校・中学校・中等教育学校

のうち本協会の目的に賛同し、入会したものをもって組織する。
２ 本協会の会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を会長に提出し、理事会の承認を
受けなければならない。

３ 会員は、総会においてその会員のために議決権を行使する者（以下「会員代表者」という。）
をあらかじめ定め、本協会に届け出るものとする。会員代表者に変更ある場合も同様とする。

(経費等の負担)
第７条 会員は、本協会の目的を達成するため、総会において別に定める入会金及び会費を支払う義

務を負う。
(退会)
第８条 会員は、この法人を退会しようとするときは、別に定める退会願を提出し、任意にいつでも

退会することができる。ただし、事業年度の途中において退会したときも、この法人の当該年
度における費用を負担しなければならない。

２ 会員が退会したときは、この法人に対する一切の権利を失うものとする。
(除名）
第９条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議により当該会員を除名すること

ができる。
(1)法令又は当法人の定款、規則等に対する重大な違反があった場合。
(2)本協会の名誉を毀損し、又は本会の目的に反する行為があった場合。
(3)その他除名すべき正当な事由があるとき

(会員の資格喪失)
第10条 前２条の場合の他、会員は、次に掲げる事由によって資格を喪失する。

(1)総会員の同意があったとき
(2)当該会員が解散したとき
(3)第６条に定める資格を喪失したとき

(会員名簿)
第11条 本協会は、会員の名称及び住所を記載した会員名簿を作成する。

第３章 総会
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（構成）
第12条 総会は、すべての会員をもって構成する。

２ 前項の総会をもって、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(以下、「法人法」とい
う。）上の社員総会とする。

（権限）
第13条 総会は、次の事項について決議する。

(1)定款の変更
(2)理事及び監事の選任又は解任
(3)会員の除名
(4)事業計画及び収支予算の承認
(5)貸借対照表並びに正味財産増減計算書の承認
(6)借入金 (その会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く｡）及び重要な財産
の処分

(7)収支予算外の新たな義務の負担、又は権利の放棄
(8)解散及び残余財産の処分
(9)役員の報酬の額
(10)その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

(開催)
第14条 総会は、定時総会として毎年１回会計年度終了後３月以内に開催するほか、必要がある場合

に開催する。
(招集)
第15条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長が招集する。

２ 総会の招集に当たり、会長は、総会の２週間前までに、会員に対して必要事項を記載した書
面をもって通知する。

(決議の方法)
第16条 総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総会員の議決権の過半数を有する会員

が出席し、出席会員の議決権の過半数をもってこれを行う。
(議決権の代理行使)
第17条 会員は、代理人によってその議決権を行使することができる。この場合においては、当該会

員又は代理人は、代理権を証明する書面を本協会に提出しなければならない。
２ 前項の代理権の授与は、総会ごとにしなければならない。

(書面による議決権の行使)
第18条 書面による議決権の行使は、議決権行使書面に必要な事項を記載し、法人法施行規則第８条

で定める時までに当該記載をした議決権行使書面を本協会に提出して行う。
(議長)
第19条 総会の議長は、会長がこれに当たる。会長に事故若しくは支障のあるときは、当該総会にお

いて議長を選出する。
(議事録)
第20条 総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成し、総会の日から１０年間

主たる事務所に備え置く。

第４章 役員等
(役員の設置等)
第21条 本協会に、次の役員を置く。

理事１０名以上１６名以内
監事 １名以上 ３名以内

２ 理事のうち、１名を会長、７名以内を副会長とする。
３ 前項の会長をもって、法人上の代表理事とする。

(選任等)
第22条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。

２ 会長及び副会長は、理事会の決議によって理事の中から選定する。
(理事の職務権限)
第23条 会長は、本協会を代表し、その業務を統括する。

２ 副会長は会長の職務を補佐する。
３ 理事は、理事会を組織し会務の執行を決定する。
４ 会長は、毎事業年度毎に４か月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会
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に報告しなければならない。
(監事の職務権限)
第24条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び事務局に対して事業の報告を求め、本協会の業務及び財産の状
況の調査をすることができる。

３ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき、又は
法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、
その旨を理事会に報告しなければならない。

(役員の任期)
第25条 理事及び監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する総会

の終結の時までとし、再任を妨げない。
２ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。
３ 理事又は監事は、辞任又は任期の満了後において、第21条に定める定員を欠くに至った場合
には、新たに選任された者が就任するまでは、理事又は監事としての権利義務を有する。

(役員の解任)
第26条 理事及び監事は、総会の決議によって解任することができる。ただし、監事を解任する場合

は、総会員の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。
(役員の損害賠償責任の免除)
第27条 本協会は、法人法第１１４条第１項の規定により、理事又は監事が職務を行うにつき善意で

重大な過失がない場合における損害賠償責任を、法令に規定する額を限度として理事会の決議
により免除することができる。

(顧問)
第28条 本協会に、顧問を置くことができる。

２ 顧問は、かつてこの法人の役員であって、この法人の発展に顕著な功績のあったもののうち
から、理事会の推薦により総会の決議を経て、会長が委嘱する。

３ 顧問は、重要な会務について理事会の諮問に応じる。

第５章 理事会
(構成)
第29条 本協会に理事会を置く。

２ 理事会は、すべての理事をもって構成する。
(権限)
第30条 理事会は、次の職務を行う。

(1)本協会の業務執行の決定
(2)理事の職務の執行の監督
(3)会長及び副会長の選定及び解職

(招集)
第31条 理事会は、会長が招集する。

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。
(議長)
第32条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。会長に事故若しくは支障のあるときは、当該理事会

で議長を選出する。
(決議)
第33条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行

う。
（決議の省略）
第34条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提案について、

議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき
は、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなす。ただし、監事が異議を述べ
たときは、この限りでない。

(議事録)
第35条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。

２ 理事会に出席した会長及び監事は、前項の議事録に署名又は記名押印する。
ただし、会長の変更を伴う理事会の議事録は出席した理事全員の署名押印をするものとする。

(理事会規程)
第36条 理事会に関する事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会において定める規程

による。
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第６章 資産及び会計
(事業年度)
第37条 本協会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。
(事業計画及び収支予算)
第38条 本協会の事業計画書及び収支予算書については、毎事業年度開始日の前日までに会長が作成

し、理事会の決議を経て会員総会において承認を得るものとする。これを変更する場合も、同
様とする。

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会長は、会員
総会の決議に基づき、予算成立の日まで前年度の予算に準じ収入を得又は支出することができ
る。

３ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。
(事業報告及び決算)
第39条 本協会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が貸借対照表及び正味財産

増減計算書及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作成し、監事の監査を受け、理事会の承
認を経て定時総会に提出し、事業報告の内容を報告し、貸借対照表及び正味財産増減計算書の
承認を受けなければならない。

２ 前項の書類のほか、監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、定款を主たる事務
所に備え置くものとする。

(剰余金)
第40条 本協会は、剰余金の分配を行わない。

第７章 定款の変更及び解散等
（定款の変更）
第41条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。
（解散）
第42条 この法人は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。
（残余財産の帰属等）
第43条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体
に贈与するものとする。

第８章 事務局
(設置等)
第44条 本協会の事務を処理するため、事務局を設置する。

２ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

第９章 附則

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の
認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121条第１項において読み替え
て準用する同法第106条第１項に定める一般法人の設立の登記の日から施行する。

２ この法人の最初の代表理事は会長・大羽克弘とする。
３ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す
る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121条第１項において読み替えて準用する同
法第106条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と一般法人の設立の登記を行ったときは、第3
7条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年
度の開始日とする。

附 則
この定款は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則
この定款は、平成２５年５月３０日から施行する。
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一般社団法人千葉県私立中学高等学校協会 役員選任細則

第１条〔総則〕

一般社団法人千葉県私立中学高等学校協会定款に基づく役員選任の実施は、定款第２１条、第２２

条、第２５条及び第２８条に定めるもののほか、この細則によって行う。

第２条〔理事・監事の選任〕

定款第２２条による新理事・監事候補者は次の基準により選出される。定員は付表のとおりとする。

（１）各地区は新理事(うち１名を新副会長候補者とする。）・新監事候補者を推薦する。

（２）監事は理事を兼ねることができない。

（３）現会長は地区から推薦された新理事・新監事候補者を速やかに総会に報告し承認を得、現理

事・現監事を解任する。

第３条〔会長の推薦〕

(１）新会長の選任にあたっては、会長推薦委員会（以下、委員会）を設ける。

（２）各地区は各１名を委員会委員として選出する。

（３）総会を暫時休憩し、別室にて委員会を開催し会長候補者を選出する。

（４）委員会委員長は委員の互選をもって定める。

第４条〔会長・副会長の選任〕

（１）新理事会は委員会委員長の報告を受けて、新会長及び新副会長を決議し選定する。

（２）総会を再開し、理事会の決議を新会長が報告し承認を得る。

（３）会長に選出された者が理事でないときは、これを理事とする。

（４）会長の任期は１期２年とし、原則として３期までとする。

（５）副会長は地区から推薦された新副会長候補者をもって充てる。

（６）新会長は会務遂行上必要と認めた場合には付表による会長指名役員（副会長・理事・監事）

を次の基準により指名することができる。

①会長指名役員についてはあらかじめ本人の承諾を得て推薦する。

②その場で指名できない場合は、理事会において報告のうえ次に開催される総会において追

認手続きを行う。

（７）会長は理事会に諮り監事候補者に学識経験者を推薦することができる。

第５条〔顧問〕

顧問の任期は、役員退任後２年とし再委嘱を妨げない。ただし、顧問の任期の末日は当該顧問を委

嘱する会長の任期満了日とする。

第６条〔改廃〕

この細則の改廃は理事会の議決を要するものとする。

附 則

この細則は、平成２７年５月２８日から施行する。

付表

推薦理事候補者 推薦監事候補者 会長推薦委員会委員

地 区 名（うち１名を副会長候補者）

千 葉 ・ 市 原 ２ １

山 武 ・ 君 津 ・ 安 房 ２ １

船橋・習志野・八千代 ２ １

市 川 ・ 浦 安 ２ １ １

東 葛 ・ 松 戸 ２ １ １

印 旛 ・ 香 取 ・ 海 匝 ２ １

会長指名理事 会長指名監事

（うち１名以内を副会長）

会 長 指 名 役 員 ２名以上４名以内 １名以内

定 款 １０名以上１６名以内 １名以上３名以内

（副会長は７名以内）
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一般社団法人 千葉県私立中学高等学校協会 役員名簿 

 

                                                                    令和５・６年度役員 

役 職 名 
選 出 

地 区 
氏 名 学 校 名 職 名 

会  長 

（理事） 
 佐久間 勝 彦 千 葉 経 済 大 学 附 属 高 等 学 校 理事長･校長 

副 会 長 

（理事） 

 

 

 

 

 

A 地 区 石 井 航太郎 桜 林 高 等 学 校 理事長・校長 

B 地 区 髙 橋 邦 夫 千 葉 学 芸 高 等 学 校 理事長・校長 

C 地 区    

D 地 区 青 木 貞 雄 日 出 学 園 （ 日 出 学 園 中 学 校 ・ 高 等 学 校 ） 理 事 長 

E 地 区 川 並 芳 純 光 英 V E R I T A S 中 学 校 ・ 高 等 学 校 校 長 

F 地 区 西 村  清 千 葉 黎 明 学 園 （ 千 葉 黎 明 高 等 学 校 ） 理 事 長 

会長指名 福 中 儀 明 千葉明徳学園（千葉明徳中学校・高等学校） 理 事 長 

理 事 

 

A 地 区 植 草 和 典 植 草 学 園 大 学 附 属 高 等 学 校 理事長・校長 

B 地 区 森  章 拓 殖 大 学 紅 陵 高 等 学 校 校 長 

C 地 区 大 羽  聡 千 葉 英 和 高 等 学 校 理事長・校長 

D 地 区 宮 﨑   康 和 洋 国 府 台 女 子 中 学 校 ・ 高 等 学 校 校 長 

E 地 区 五 味  光 専 修 大 学 松 戸 中 学 校 ・ 高 等 学 校 校 長 

F 地 区 鈴 木 隆 英 成 田 高 等 学 校 ・ 同 付 属 中 学 校 校 長 

会長指名 讃岐谷 真 一 船 橋 学 園 （ 東 葉 高 等 学 校 ） 理 事 長 

会長指名 真 板 竜太郎 木 更 津 総 合 高 等 学 校 理事長・校長 

監 事 

 

 

D 地 区 鎌 形 勝 敏 東 京 学 館 浦 安 高 等 学 校 ( 鎌 形 学 園 ) 学 園 長 

E 地 区 氷 海 正 行 日 本 体 育 大 学 柏 高 等 学 校 校 長 

会長指名 森 島 庸 吉 学 識 経 験 者 （ 公 認 会 計 士 ） 監 事 

顧 問 

 

会長指名 古 賀 正 一 市 川 学 園 （ 市 川 中 学 校 ・ 高 等 学 校 ） 理 事 長 

会長指名 大 羽 克 弘 聖 書 学 園 （ 千 葉 英 和 高 等 学 校 ） 名誉学園長 

事務局長  堤  紳 一   

令和６年２月２７日(火)現在：一部欠員 
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令和５・６年度任期 

 役員補充選任に伴う地区推薦者記入票 

 

一般社団法人千葉県私立中学高等学校協会 

令和６年２月２７日（火） 

 

地 区 名 □ 【C地区】船橋・習志野・八千代 

 
氏 名 学 校 名 

副 会 長 候 補 者 

  

理 事 候 補 者 

  

 

通信記入欄 

 

－ 39 －



                      

 

令和６年度 事業計画（案） 
 

                                一般社団法人 

                                                                千葉県私立中学高等学校協会 

 

 政治・経済・社会の急激な変化の中にあって私立学校を取り巻く情勢は激変してきている。私立学校の更

なる発展と各学園の振興を図るため、加盟団体並びに教育関係諸団体と連絡提携並びに密接なる情報交換を

行い、特に教育基本法第８条〔私立学校〕の趣旨の実現を期し生徒収容確保と私学助成予算確保を中心に積

極的に事業活動を推進する。 

  なお、この度の新型コロナウィルス感染拡大に伴い諸般の事態を受け、適切な感染防止対策及び安心・安

全対策を徹底したうえ、次の諸事業を行う。 

1 私立学校教育に関する調査研究事業 

 私立学校の健全な育成発展を図るため、私立学校の教育及び経営、管理、運営に関する問題の調査研究を

行う。特に私立学校をめぐる環境は依然として厳しい状況であり、とりわけ学齢人口の減少から発する諸要

因が充足率や収支状況等に大きな影響を及ぼしてきている。ついては私立学校の経営の健全化のため生徒収

容確保実現に向け組織体制を一層強化させ必要な対策を講ずる。 

 特に、「千葉県総合教育会議」、「第３期千葉県教育振興基本計画」、「県立学校改革推進プラン・第１

次実施プログラム｣を踏まえて、公私が協調・共存して公教育の充実に努められるよう私立学校の立場から検

討を行い、必要に応じて意見表明等を行う。             

 

1.1 当協会並びに小学校協会と連携し、活動の推進のため必要な基礎資料を整備する。本年度も次の調査・研

究資料の収集及び報告書の作成を行う。 

 ①私立中学高等学校実態調査の実施について 

 ②都道府県私学助成状況調査の実施について 

 ③千葉県私立中学高等学校協会名簿、千葉県私立学校名簿の作成 

 ④調査研究資料の収集 

 ⑤その他，必要に応じて行う調査の企画・実施 

1.2 私立学校に関する制度の研究対策 

  ①私立学校に関する法令、制度の検討を行い、必要に応じ対策を講じる。 

 ②学校の評価及び情報提供は学校評価結果の公表により、学校や教職員にとって外部からの意見を取り入れる

良い機会になるとともに、保護者等にとっても、選択的に学校を進学するための検討を行う上で重要な資料とな

り、そのメリットは学校の教職員や児童生徒が享受できる。評価結果を今後の改善方策や具体的取組に反映で

きる。ついては、理事長・学校長への資料収集・提供(例えば自己評価・学校関係者評価の報告書の収集）や

調査研究・情報交換を行い、積極的に私立学校としての自己評価ができるよう取組支援を実施する。そして、

近い将来実施されるであろう第三者評価に結びつけて行きたい。 

 ③国の推進する「令和の日本型学校教育」の構築に向けたスクールミッションの再定義、スクールポリシーの策定、

普通科改革・専門学科改革並びにICT活用等の諸問題への対応検討を行い、必要に応じ対策を講じる。 

 ④新しい時代に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革や教育、労働

関係法令、学校法人会計基準等について研修会の実施 
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 ⑤学校法人のガバナンスの強化に向けた私立学校法の改正の方向性について、官公庁・関係団体と連絡し、必

要に応じて情報の収集・提供を行う。 

1.3 管理・運営の充実の強化 

 学校法人・私立中学校高等学校の管理・運営の充実・強化に関する調査・研究と成年年齢の引き下げに向けた

環境整備に関する情報提供事業・研修事業を行う。 

1.4 生徒収容対策に関する事項 

  児童・生徒の少子化による急減期に鑑み、私立・小・中・高等学校に対する有効適切な対策が樹立され

ねばならない。長期的展望に立った総合的な収容対策並びに方策を講ずるための調査並びに検討を行ない、

各学園への情報提供等を強力に推進すると共に関係所轄庁に要望する。 

 ①長期的な生徒減少に対応した生徒収容に関する基本方針の検討 

 ②将来の人口動態と高等学校就学者の予測に関する調査結果の報告 

 ③中学校・高等学校生徒減少期の生徒収容に関する検討 

  ア，公私立高等学校協議会に意見書、要望書の提出 

  イ，入学者選抜方法等の検討について（公立高等学校入学者選抜方法等改善協議会を含む。） 

  ウ，学則定員超過校への対応について 

  エ，中学校の併設等について 

   オ，公立中高一貫教育校に対する対策 

  カ，通信制の現状調査と新設、併設について 

 ④公立高等学校一般入学者選抜に対応した私立高等学校選抜について検討を行う。 

 ⑤千葉県私学フェアの開催並びに入試情報提供に関する事項 

 ⑥県立高等学校改革推進プラン・実施プログラム並びに公立高等学校入学者選抜の実施推進について、必要

に応じ私学としての要望を行う。 

⑦公立中学校長会との生徒募集対策に関する連絡並びに調整 

 ⑧中高連の全国生徒収容対策会議、首都圏私学問題連絡協議会（一都三県会議）【第２回連絡協議会につい

ては各県、輪番にて開催となり本年度は千葉県が開催県となる。】・七都県高校進学問題連絡協議会等との連

絡並びに調整 

 ⑨私立学校審議会・公私立高等学校協議会の審議の経過については理事会・総会に報告する。 

1.5 私立中学校の振興に関する対策 

 ①私立小学校協会と一致協力し小学校・中学校に対する私学助成の充実を図る。 

 ②小中一貫教育、中高一貫教育について実態の把握並びに検討を行うとともに、小学校の接続の問題について

検討を行う。 

  ③今後増加することが予想される国公立中高一貫教育校の設置とその影響等について検討を行う。 

 ④私立中学進学フェアの開催に向け準備検討を行う。 

 ⑤その他、私立中学校に関し、当面する諸問題について検討をし、必要に応じて意見表明等の必要な対策を講

  ずる。 

1.6 通信制高等学校の振興に関する対策 

  通信制高等学校に係る諸問題を検討し適切な対策を講じる。 

② 私立通信制高等学校に対する振興策の充実について検討を行う。 

 ②私立通信制リーフレットの刊行と他都県私学協会や通信制高等学校に千葉県私立高等学校入試申し

合わせ事項の周知並びに遵守等の要請を行う。 
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2 私立学校の経営に関する調査研究事業 

 私立高等学校振興助成費補助金の国の標準単価確保は勿論のこと全国平均額堅持・拡充強化に向け具体的

な施策を行う。また、中学校及び小学校の国の標準額確保継続・更に拡充に向けて必要な方策を講ずるとと

もに、私立高等学校等就学支援金や奨学のための給付金、等の施策について検証し提言を行う。 

 また、各都道府県私学協会及び関係諸団体等と連携をとり、私学助成の現状について資料の分析調査とと

もに詳細な検討を行ない私学教育振興の一層の充実と振興に資する。 

2.1 私立学校関係国庫補助金に関する対策 

 ①私学振興助成予算の現状分析を基本として、国庫補助制度を今後とも堅持することを求めて関係団体と協力

し継続発展を図る。 

 ②私立高等学校等経常費助成補助金の増額 

   一般補助・特別補助（教育改革推進特別経費）それぞれの充実を通じて総額の拡充を図る。 

 ③私学に共通する日本私立学校振興・共済事業団等の補助金の維持・拡充を図る。 

 ④私立学校施設・設備の整備(耐震化等の促進、ICT教育設備整備)に対する補助の確保と増額を図る。 

 ⑤私立高等学校授業料の実質無償化に向け私立高等学校等就学支援金制度の更なる改善・充実を図るととも

  に、就学支援金の引き上げに伴う授業料等の学校納付金のあり方について情報交換を行い共通認識を図る。

  また、私立小中学校等における家計急変世帯への支援の定着と拡充を図る。 

 ⑥特色ある教育研究活動並びに研修事業の充実に資するため、日本私学教育研究所補助金の拡充を図る。 

 ⑦消費税増税に伴う学校法人の実質的増税について検討を行う。 

 ⑧その他、生徒減少に対する補助制度の充実など私立学校に必要な補助金の確保を図る。 

2.2 私学助成に係る地方交付税による財政措置に関する対策 

  国庫補助金同様、補助財源の確保並びに増額を図る。 

私学ＪＥＴ－ＡＬＴに対する補助財源の確保とその増額を図る。 

2.3 千葉県の私学助成に対する対策 

  私立学校の教育及び経営等の理解啓発に努め、経常費補助金の国標準額、また公立諸学校の標準教育費

との格差の是正、特に公立高等学校授業料無償化による影響について調査研究をし対策を講じる。私立学

校等に必要な補助金の確保・増額を図る。 

 ①私立高等学校等経常費県費助成補助金の確保と増額を図る。 

  ②私立高等学校入学金軽減事業、授業料減免事業並びに就学支援事業に対する補助財源の確保と増額を図

る。 

    また、千葉県私学財団の私立高等学校等入学資金貸付制度の活用に向け連携・協力を図る。 

 ③日本私立学校振興・共済事業団（共済事業）に対する県費助成補助金の確保の要望。 

 ④千葉県私学教育振興財団(退職手当資金事業)に対する補助金の確保と将来に対する検討。 

 ⑤中長期的視野に立った本県私立高等学校等の助成補助について研究。 

 ⑥私立高等学校等の施設整備費・耐震化補助、ICT環境の整備の拡充実現のため、基礎調査の実施について

各校の協力を依頼する。 

  ⑦千葉県私学振興大会を開催に関すること。 

⑧激甚災害，耐震改修・老朽校舎改修事業等の補助金の拡充を図る。 

 ⑨私立高等学校等に必要な振興助成について検討を行い実現に向けて県知事等に要望する。 

2.4 私立学校関係税制改正に関する対策については、関係諸団体と協力し次の項目について実現を期す。 

 ①学校法人に対する税制上の優遇措置の維持、拡大を図る。 
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 ②私立学校生徒等の保護者に対する税制の改善を図る。 

3 私立学校教職員の働き方改革に関する事業 

3.1  進展する働き方改革や部活動の在り方等の学校経営に関する研究を私学経営研究会と連携して推進する。 

3.2  雇用・労働に関する政策・法令についての検討研究し適切な対応を図る。 

3.3   退職金制度に関する対策 

 ①千葉県私学教育振興財団（退職手当資金事業）等との連絡提携と調査研究・研修及び調整 

4 私立学校生徒の育英に関する事業 

4.1 高等学校生徒奨学資金貸与に関する運営事業の実施（奨学生からの返還(回収)に関する事業） 

① 貸与奨学生への返還の案内通知並びに返還困難者への返還方針の相談・提案を個別に行う。 

② 再三の催告にも応じない滞納者についてはサービサー並びに弁護士への委託により回収を図る。 

 令和６ 年度の委託件数は約７ ０ 件を予定。 

5 私立学校教職員を対象とする研究会、講習会等の開催に関する事業 

5.1 教職員の私立学校教育に関する研究会・研修会の実施 

① 総会及び理事長・校長研修会議 

  学校教育及び私学経営に関する当面する諸問題についての研究・研修と県外教育事情視察の検討実施を図

る。 

② 関東地区私学教育研究集会（千葉大会）の開催 

③ 副校長・教頭研修会議 

④ 事務長・事務担当者研修会議 

⑤ 各教科担当教諭研修会議並びに研究・研修事業 

  国語・社会（地歴公民）・数学・理科・英語・保健体育・情報の教科別研修会並びに養護教諭・中学校教育研修

会を実施する。                                                 注）家庭科は隔年開催 

  また、諸般の事情に合わせ教育諸制度と問題点（教育課程・学校経営・危機管理・国際教育交流・生活指導・

学校接続問題・大学入学者選抜の改革対応・学校図書館並びに育児介護休業等）の研究会を開催し、私立

学校教育振興に寄与する。 

⑥ 初任者教員研修会の実施、教員経験者研修会の開催の検討並びに「教員免許更新講習」の発展的解消に

関する制度改正等についての情報提供を行う。 

⑦ 研修事業 

   在外研修・国内研修・特殊研修等の情報提供・選考並びに推薦 

6 その他前条の目的を達成するために必要な事業 

6.1 中・高等学校生徒の研修、育英及び健康管理に関する事業 

  ①グローバル人材育成を推進する観点から私立中学高等学校教育の充実に資する情報の提供 

 ②県内私立中学高等学校生徒文化・スポーツ振興対策事業の実施並びに生徒の部活動の在り方について研究

  ・検討を行う。 

  ③学校保健法に規定する健康診断検査項目について公立学校と同様の補助制度を確立する。 

 ④生徒の表彰 
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   卒業生等に対する会長名による表彰状並びに善行行為に対する表彰状の贈呈 

6.2 広報活動の充実について  

①私立小・中・高等学校の広報宣伝 

ア）2024千葉県私学フェアの開催 

    イ）2024千葉私立中学進学フェアの開催 

    ウ）2024千葉県私立高等学校ガイドブック及び入試日程一覧の刊行 

    エ）2024千葉県知事認可の私立通信制高校リーフレットの刊行 

    オ）千葉県私立高校保護者の負担軽減に関するお知らせ（リーフレット）の刊行 

②インターネットホームページの運営充実 

    (インターネットを活用して、会員校(特に理事長・校長・副校長・教頭・事務長等管理職）とのメールによる情

報の提供と共有化を進め連絡提携の強化を図る。） 

③マスコミへの情報発信の在り方や対応策を含め広報活動を精査し、情報交換会の開催等の効果的な広報活 

動を推進する。 

④「全私学新聞」等の私学関係新聞への資料提供と協力 

⑤私学教育に関する刊行物の作成配布等、広報活動の推進 

6.3 加盟団体・所属各学校及び関係団体との連絡提携について  

①千葉県総務部学事課を始め県議会・関係官公庁、千葉県教育委員会の各部・課との連絡 

②全国私学関係諸団体との情報交換、連絡提携を強化する 

 日本私立小学校連合会・日本私立中学高等学校連合会・全国私学退職金団体連合会・日本私立学校振興・

共済事業団・私学研修福祉会・日本私学教育研究所・日本私立小学校中学校高等学校保護者会連合会〔略

称：日私学保連〕 

③全国・県教育関係諸団体との情報交換及び、連絡提携 

 全国高等学校長協会・全国普通科高等学校長会・千葉県高等学校長協会・千葉県中学校長会・地域中学校

進学指導連絡協議会・千葉県総合教育センター 

④各都道府県私学団体と情報交換を密接にし、連絡提携する 

⑤県内私立学校（各協会・団体）との情報交換、連絡提携の実施 

 千葉県私学教育振興財団(加盟協会を含む)・千葉県私立小中高等学校保護者会連合会 

⑥加盟各学校との情報交換と連絡提携 

⑦その他、青少年育成関係官庁・団体・教育団体等との連絡提携 

 中高連私学ボランティア基金                                    

6.4 会議の開催について  

①正副会長会議・理事会・総会等の開催 

②理事長（設置者）会議の開催 

③校長会議の開催 

④私立学校教育の振興に関する各委員会等の充実・強化 

   ア,正副会長会議 

           協会事業全体を俯瞰し検討を行い、理事会に諮り、総会で決定する。 

   イ,生徒収容対策委員会 

   ［千葉県公私立高等学校協議会・千葉県公立高等学校入学者選抜方法等改善協議会］ 

   ウ,教職員研修委員会 
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         ［副校長教頭会・教科別研修会・千葉県総合教育センター・千葉県高等学校教育研究会］ 

   エ,私立中学校振興対策委員会 

   オ,通信制高等学校振興対策委員会 

   カ,生徒文化・スポーツ振興対策委員会 

         ［各私学大会・千葉県高等学校文化連盟・千葉県高等学校体育連盟・千葉県高等学校野球連盟・千

葉県競技力向上推進本部］ 

   キ,私立高等学校生徒奨学金運営委員会                            

     ［公益信託成田山新勝寺交通遺児等育英基金］ 

   ク,広報・福祉厚生委員会 

     ［インターネット広報委員会・千葉県私学教育振興財団（退職手当資金事業）］ 

   ケ,千葉県私学フェア実行委員会 

   コ,その他、他団体への派遣役員 

    －－－－－いずれかの委員会に属し、協会会員一丸となり積極的に諸事業を推進する。 

             また、各委員会の傘下の所管委員会等についても調整・掌握し事業を推進する。 

         （但し、総務委員会は正副会長をもって、私立高等学校生徒奨学金運営員委員会は生徒 

奨学金業務運営委員会規定により構成する。） 

⑤その他重要事項についての臨時会議の開催 

⑥全国私立学校の研修会並びに関東ブロック校長研修会等の主管・参加協力 

6.5 私学教員希望者の名簿登録に関すること 

      協会会員校が新たに教員を採用する際の資料として教員希望者の情報を提供することを目的とし充実を図る。 

   ①千葉県私立学校教員希望登録履歴書委託制度の実施 

   ②教員採用．jpによる登録システムの実施 

6.6 危機管理と防災・感染症対策について周知を図ること 

 地震、台風（暴風雨）、集中豪雨（線状降水帯による豪雨）、大雪、火山噴火などの自然災害や原子力災害を

はじめとする事故災害、また、新型コロナウィルス感染症に対し、迅速かつ適切に対応するため、計画的な防災・

感染症対策を検討し推進する。 

 危機管理や防災・感染症教育の充実や研究調査活動に支援と協力を行い、また各関係方面と的確な連携・協

力体制の確立を図る。また、復旧・復興、Withコロナ・Postコロナに関する方策についての協力策を講じる。 

6.7 その他、本会の目的達成のために必要な事項  

①当協会の一般社団法人の組織・運営について適切に対処するとともに、今後の方向性を県内私学団体ならび

に都道府県私学協会と連絡を密にし検討を行う。 
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令和６年度 研修事業計画（案） 
 

                                                               一般社団法人 

                                   千葉県私立中学高等学校協会 

（１）第３５回 教科別研修会 

 

     国  語      渋谷教育学園幕張高等学校 

          社会(地歴公民） 芝浦工業大学柏高等学校 

     数  学      光英 VERITAS高等学校 

     理  科      成田高等学校 

          英  語      和洋国府台女子高等学校 

          家  庭      翔凜高等学校 

  保健体育      日本大学習志野高等学校 

          情  報  千葉黎明高等学校 

          中学校研修     千葉日本大学第一中学校 

          養  護    私学代表幹事担当 

 

     担当校一覧表（別添）を参照 

 

（２）第４０回 私立学校初任者研修千葉地区研修会 

     主  催  一般財団法人 日本私学教育研究所 

     後  援  日本私立中学高等学校連合会 

     実  施  一般社団法人 千葉県私立中学高等学校協会 

     会  期  ３日間 

     開催期日  令和６年６月４日（火）～６日（木） 

     開催場所  ホテル グリーンタワー幕張 

     参加対象  千葉県私立中学校・高等学校新規採用教員 

             

             

 

公立学校等退職者の新規採用者を含む，新任者から経験年数５年程度の初任

教員を対象に、私学教員が最初に学ぶべき重要な課題や各地域の教育事情に

沿った研修を行う。                

     参加人員  ７０名 

     参加会費  別途定める。 

     参考－最近の開催実績 
       
       
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
年 度 

 
回 数 

 
期 間 

 
研 修 会 場 

 
参 加 人 員 

 
学校数 

  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２９ 

 
３３ 

 
６月１９日～２１日 

 
 
      ７９ 

 
  ３６ 

 
３０ 

 
３４ 

 
６月 ４日～ ６日 

 
      ９５ 

 
  ３３ 

 
令和元  

 
３５ 

 
６月 ３日～ ５日 

 
   ８６ 

 
  ３４ 

 
  ２ 

 
３６ 

 
６月 ２日～ ４日 

 
新型コロナ 

 
中止 

 
  ３ 

 
３７ 

 
６月 １日～ ３日 

 
      ７２ 

 
３４ 

 
  ４ 

 
３８ 

 
６月 ７日～ ９日 

 
      ６３ 

 
３５ 

 
  ５ 

 
３９ 

 
６月 ６日～ ８日 

７１ ３４ 

     
総 数 
 

 
３，０１４ 
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（３）第６８回 私学経営研修会・福島大会 

     主  催  一般財団法人 日本私学教育研究所 

     後  援  福島県私学協会・日本私立中学高等学校連合会 

     会  期  令和６年６月６日（木）～２日（金）の２日間 

     会  場  福島県 石川郡石川町 八幡屋  

     研究目標  教育のフロントランナーを目指す～新たな価値を生み出す経営戦略とは～ 

（４）第７２回 全国私学教育研究集会・大分大会 

主  催  一般財団法人 日本私学教育研究所 

     担当実施  九州地区私立中学高等学校協議会・大分県私立中学高等学校協会 

・日本私立中学高等学校連合会 

     会  期  令和６年１０月３１日（木）～１１月１日（金）の２日間 

     会  場  大分県 大分市 iichiko総合文化センターiichikoグランシアタ他 

     研究目標  「新しい時代の創造に向けた私学の挑戦～多様性と包括性の実現に向けて～」 

（５）第５６回 関東地区私学教育研究集会・校長研修会・千葉大会 

          主  催    一般財団法人日本私学教育研究所 

          担当実施    関東地区私立中学高等学校協議会、千葉県私立中学高等学校協会 

          会  期    令和６年１０月２２日（火）１３時～１６時３０分 

  会  場    ホテルポートプラザちば 

  研究目標  未定 

（６）千葉県子どもと親のサポートセンター主催研修講座「（小・中・高等学校）      

生徒指導リーダー育成研修」 

 令和６年度においても希望調査し継続推薦する。私立学校枠の決定は４月以降となる。 

 

 令和５年度においては、高等学校３名、小学校２名、計５名の参加をする。 

 

 （７）福祉教育推進指定校 

  令和６年度－千葉学芸高等学校、翔凜中学校、国府台女子学院小学部で今後、調整。 
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参  考 
 

一般社団法人 千葉県私立中学高等学校協会 主催行事 

 
１．２０２４千葉私立中学進学フェア(第１０回) 
      令和６年６月１６日(日)／千葉工業大学 津田沼キャンパス      

 
  ２．２０２４千葉県私学フェア(第２９回） 
     令和６年９月１６日(月)〔敬老の日〕／幕張メッセ 国際会議場 
                                                                  
  ３．千葉県私学振興大会(第２１回) 
     令和６年１０月１２日(土)／幕張メッセ 国際会議場 
 
    ４．私学吹奏楽大会（バンドクリニック・第１６回） 
     令和６年６月●●日（●）／ 未定 
  
  ５．私学吹奏楽大会(通算第１８回) 
          令和７年２月●●日（●）／ 未定 
 
    ６．首都圏私学問題連絡協議会(第１回)／七都県高校進学問題協議会 
          令和６年６月１８日(火)／アルカディア市ヶ谷 
                                                                        正副会長にて対応 
    ７．首都圏私学問題連絡協議会(第２回)-----千葉県担当 
          令和６年１１月１２日(木)／千葉県千葉市 ホテルポートプラザちば 
 
 

日本私立中学高等学校連合会 主催行事 

 
私学振興全国大会 
   令和６年１１月６日（水）/文京シビックホール 
 

公益財団法人 千葉県私学教育振興財団 主催行事 
 
     １．第５５回千葉県私学教育功労者表彰式典 
     令和６年１２月７日（土）／アパホテル＆リゾート＜東京ベイ幕張＞ 
 
   ２．２０２４年新春懇談会  
     令和７年１月１０日（金）／ホテル・ザ・マンハッタン    
 
 
■千葉県私立小・中・高等学校保護者連合会 関連行事 ----保護者会の役員にて対応 
 
     １．日本私立小学校・中学校・高等学校保護者会連合会 総会・研修会 静岡大会 
           令和６年７月１８日(木)～１９日(金)／静岡県 静岡市 ホテルアソシア静岡 
 
     ２．関東地区私学保護者会連合会 理事会(代表者会) 
           令和６年６月２８日(金)／群馬県 前橋市 ホテルラシネーネ新前橋 
 

３．関東地区私学保護者会連合会 代表者会及び研修会・埼玉大会 
      令和６年８月３０日(金)／群馬県 前橋市 ホテルラシネーネ新前橋 
 
４．日本私立小学校・中学校・高等学校保護者会連合会 青少年育成研修会 
      令和６年１１月１５日(金)～１６日（土）／東京都 アルカディア市ヶ谷 
 
 

 
 

－ 48 －



■千葉県高等学校長協会 関係 関連行事 
 
     １．全国高等学校長会協会 総会 

令和６年５月２２日(水)～２３日(木)／大宮ソニックシティホール 
 

     ２．千葉県高等学校長協会 春季総会・研究協議会 
令和６年６月７日(金)／ 県立千葉高等学校 
 

     ３．千葉県高等学校長協会 秋季総会・研究協議会 
            令和６年１１月１２日(火)／ 県立千葉女子高等学校 
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